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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 19,857 18,516 24,204 26,392 20,113

経常利益 (百万円) 1,085 1,557 1,818 1,499 653

当期純利益 (百万円) 790 1,053 1,302 811 129

純資産額 (百万円) 6,693 8,332 12,303 12,706 12,733

総資産額 (百万円) 16,989 15,600 22,670 21,804 19,977

１株当たり純資産額 (円) 172.66 198.81 242.07 251.27 251.61

１株当たり当期純利益 (円) 20.38 27.17 29.66 16.53 2.65

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.4 49.4 52.4 56.5 61.8

自己資本利益率 (％) 12.8 14.6 13.3 6.7 1.1

株価収益率 (倍) 16.3 12.1 7.4 8.0 55.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,647 1,312 1,090 1,487 1,250

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △696 140 △536 △645 △471

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,192 △1,574 △803 △135 △132

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 1,879 1,760 1,974 2,645 3,299

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(名)
529
[103]

510
[110]

762
[142]

769
[142]

722
[130]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、第84期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 14,918 14,098 15,406 15,159 10,525

経常利益 (百万円) 645 1,225 1,055 1,090 250

当期純利益 (百万円) 625 995 1,047 725 101

資本金 (百万円) 3,275 3,275 3,275 3,275 3,275

発行済株式総数 (株) 38,880,00038,880,00049,260,00049,260,00049,260,000

純資産額 (百万円) 6,041 6,986 10,923 11,344 11,313

総資産額 (百万円) 14,164 13,080 16,708 17,211 15,408

１株当たり純資産額 (円) 155.83 180.30 222.50 231.33 230.74

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

5.00

(―)

5.00

(―)

3.00

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 16.14 25.68 23.84 14.79 2.08

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.7 53.4 65.4 65.9 73.4

自己資本利益率 (％) 11.3 15.3 11.7 6.5 0.9

株価収益率 (倍) 20.6 12.8 9.2 8.9 71.2

配当性向 (％) ― 19.5 21.0 20.3 ―

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(名)
335
[50]

318
[44]

320
[53]

318
[51]

288
[50]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、第84期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。
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２ 【沿革】

大正７年４月 浦江製作所を創設、紡績用スピンドル、リングの国産化を開始

大正９年４月 日本スピンドル製造所と改称

昭和16年４月戦時企業統合により日本内燃機株式会社と合併

昭和24年４月日本スピンドル製造㈱設立

昭和26年10月大阪証券取引所に上場

昭和27年５月東京都千代田区に東京事務所を開設(台東区に移転、現・東京支社)

昭和27年９月大阪市東区に大阪事務所を開設(兵庫県尼崎市に移転、現・関西支社)

昭和32年９月名古屋市中区に名古屋事務所を開設(東区に移転、現・中部支店)

昭和36年11月東京証券取引所市場第１部へ上場

昭和59年４月埼玉県久喜市に久喜工場を新設

昭和60年５月エヌエス興産㈱を設立

平成元年４月 スピンドル建材サービス㈱を設立(現・連結子会社)

平成２年12月エヌエスエンジニアリング㈱を設立

平成６年８月 ㈱モリヤマを設立(現・連結子会社)

平成７年12月中国大連市に大連斯頻徳冷却塔有限公司を設立(現・連結子会社)

平成19年２月米国オハイオ州にMORIYAMA USA,INC.を設立

平成19年８月マレーシア国ペナンにNS COOLING TOWERS SDN.BHD.を設立

平成19年10月株式交換により㈱イズミフードマシナリ、㈱イズミ・エンジニアリング・サービス、

新日本ファスナー工業㈱を完全子会社化（現・連結子会社）

平成20年10月中国江蘇省呉江市に蘇州科徳技研有限公司を設立（現・持分法適用関連会社）

平成21年４月エヌエス興産㈱がエヌエスエンジニアリング㈱を吸収合併し、エヌエスエンジニアリ

ングアンドサポート㈱に商号変更(現・連結子会社)

平成21年11月NS COOLING TOWERS SDN.BHD.がNIHON SPINDLE COOLING TOWERS SDN.BHD.に商号変更

(現・連結子会社)

平成21年12月MORIYAMA USA,INC.を解散

　

３ 【事業の内容】
当社グループは、当社、子会社８社及び関連会社１社で構成されており、事業は、産業機器、環境機器、空調
機器、建材の製造、販売、機械装置の点検・保全・修理及び保険代理店を営んでおります。
事業内容と当社及び関係会社の当該事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次の
とおりであります。
　

区分 主要製品 会社名

機械器具 産業機器

スピニング加工機、フローフォーミング機他金属回
転塑性加工機、混練機、押出機、破砕機、クーラント
液浄化装置、各種飲料・食品製造プラント、各種殺
滅菌装置、サニタリータンク、抽出器、ホモゲナイ
ザー、脱気装置、アイスクリームフリーザー、アイス
スティック製造装置、工業用ファスナー

当社、㈱モリヤマ、㈱イズミフードマシナ
リ、㈱イズミ・エンジニアリング・サービ
ス、新日本ファスナー工業㈱、エヌエスエ
ンジニアリングアンドサポート㈱

６社

生活関連
製品

環境機器
各種集じん装置、ダイオキシン除去装置、気体輸送
装置、灰処理装置

当社、エヌエスエンジニアリングアンドサ
ポート㈱、蘇州科徳技研有限公司

３社

空調機器
クリーンルーム、クリーンルーム機器、精密温調シ
ステム、冷却塔、氷蓄熱システム、エアフィルタ

当社、エヌエスエンジニアリングアンドサ
ポート㈱、大連斯頻徳冷却塔有限公司、
NIHON SPINDLE COOLING TOWERS SDN.BHD.

４社

建材 各種学校用間仕切、老人福祉施設・病院用等引戸
当社、スピンドル建材サービス㈱

２社

その他 保険代理店及び用役サービス
エヌエスエンジニアリングアンドサポー
ト㈱

１社
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(注) １　住友重機械工業㈱は、親会社であります。

２　平成21年４月１日にエヌエス興産㈱とエヌエスエンジニアリング㈱は合併し、エヌエスエンジニアリング㈱は

解散いたしました。エヌエス興産㈱は平成21年４月１日にエヌエスエンジニアリングアンドサポート㈱に商

号変更いたしました。

３　平成21年11月17日にNS COOLING TOWERS SDN.BHD.はNIHON SPINDLE COOLING TOWERS SDN.BHD.に商号変更いた

しました。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事
業の内容

議決権の所有
又は被所有
割合(％)

関係内容

(親会社) 　 　 　 　 　

住友重機械工業㈱
(注)４

東京都品川区 30,871機械器具
(被所有)

40.5
(0.4)

当社製品の販売先であります。

(連結子会社) 　 　 　 　 　
エヌエスエンジニアリ
ングアンドサポート㈱
(注)６

兵庫県尼崎市 20
生活関連
製品

100.0
当社製品の設計及び製図、並びに当社の
用役サービスをしております。
役員の兼任……１名

㈱モリヤマ 兵庫県三田市 90機械器具 100.0
製品の製造・販売を受託しております。
資金の貸付をしております。
役員の兼任……１名

スピンドル建材サービ
ス㈱

兵庫県尼崎市 10
生活関連
製品

100.0
当社製品のサービス業務をしておりま
す。

㈱イズミフードマシナ
リ(注)５

兵庫県尼崎市 120機械器具 100.0
資金の貸付をしております。
役員の兼任……１名

㈱イズミ・エンジニア
リング・サービス

兵庫県南あわ
じ市

10機械器具
100.0 
(100.0)

㈱イズミフードマシナリの製品のメン
テナンス業務をしております。

新日本ファスナー工業
㈱

岡山県津山市 50機械器具 100.0資金の貸付をしております。

大連斯頻徳冷却塔有限
公司(注)３

中国大連市 380
生活関連
製品

55.0
冷却塔の技術援助をしております。
役員の兼任……１名

NIHON SPINDLE 
COOLING TOWERS
SDN.BHD.(注)７

マレーシア国
ペナン

５百万
マレーシア
リンギ

生活関連
製品

70.8
冷却塔の技術援助をしております。
役員の兼任……２名

(持分法適用関連会社)
蘇州科徳技研有限公司

中国江蘇省呉
江市

98
生活関連
製品

40.0
ごみ焼却炉排ガス処理システムの技術
援助をしております。
役員の兼任……１名

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　「議決権の所有又は被所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。

３　特定子会社であります。

４　有価証券報告書の提出会社であります。

５　売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)が連結売上高の10％を超える連結子会社の「主要な損益情報

等」は次のとおりであります。

　
売上高
(百万円)

経常利益
(百万円)

当期純利益
(百万円)

純資産額
(百万円)

総資産額
(百万円)

㈱イズミフードマシナリ 4,700 359 215 2,328 3,873

６　平成21年４月１日にエヌエス興産㈱とエヌエスエンジニアリング㈱は合併し、エヌエスエンジニアリング㈱は

解散いたしました。エヌエス興産㈱は平成21年４月１日にエヌエスエンジニアリングアンドサポート㈱に商

号変更いたしました。

７　平成21年11月17日にNS COOLING TOWERS SDN.BHD.はNIHON SPINDLE COOLING TOWERS SDN.BHD.に商号変更いた

しました。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

機械器具
315
[14]

生活関連製品
389
[115]

全社(共通)
18
[1]

合計
722
[130]

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　臨時従業員数は[　]内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

288
[50]

41.8 16.4 5,425

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　臨時従業員数は[　]内に年間の平均人員を外数で記載しております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社、㈱モリヤマ、㈱イズミフードマシナリ、新日本ファスナー工業㈱の労働組合は、それぞれＪＡＭ

(Japanese Association of Metal, Machinery, and Manufacturing Workers)に属し、ユニオンショップ

制であります。

組合員は、当社が218人(その内出向者は14人)、㈱モリヤマが26人、㈱イズミフードマシナリが90人(そ

の内出向者数は３人）、新日本ファスナー工業㈱が34人であります。

労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。

なお、上記㈱モリヤマ、㈱イズミフードマシナリ、新日本ファスナー工業㈱以外の連結子会社に労働組

合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、最悪期を脱し持ち直しの動きを見せ始めておりますが、先進諸国

を中心とする不況の長期化、雇用情勢の悪化による消費の減退や設備投資の手控えにより厳しい状況が続

いております。

　当社グループは、平成20年４月よりスタートさせた中期経営計画の諸施策に基づき、組織能力強化と競争

優位性の確立に向けグループ一丸となって取り組んでおります。

　このような当連結会計年度の厳しい事業環境の影響により受注高、売上高及び利益は減少いたしました。

当連結会計年度における受注高は19,389百万円(前期比14.3％減)、売上高は20,113百万円(前期比23.8％

減)となりました。

　損益面では、営業利益が各事業部門における営業力・商品力・コスト管理の強化等による収益性の向上を

図りましたが、591百万円(前期比59.1％減)となりました。経常利益は653百万円(前期比56.4％減)となり、

特別利益29百万円、事業構造改善等に伴う特別損失160百万円を計上し、当期純利益は129百万円(前期比

84.0％減)となりました。

　なお、事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　機械器具事業

受注高は、食品製造機器で好調でありましたが、全般的に軟調な受注環境が続いたことにより9,997

百万円(前期比1.8％増)となりました。売上高は、平成21年３月期後半でのスピニング加工機や混練機

等の急激な受注の減少もあり9,405百万円(前期比24.6％減)となりました。

　営業利益は、354百万円と前連結会計年度に比べ664百万円(65.2％)の減益となりました。

②　生活関連製品事業

受注高は、海外拠点における冷却塔は好調でありましたが、国内鉄鋼業界の設備投資の手控えによる

集じん装置の受注低迷等により9,392百万円(前期比26.7％減)となりました。売上高は、国内設備需要

の低迷による受注環境の悪化により10,708百万円(前期比23.0％減)となりました。

　営業利益は、469百万円と前連結会計年度に比べ237百万円(33.6％)の減益となりました。

　

なお、「第２　事業の状況」及び「第３　設備の状況」の記載金額は、消費税等抜きで表示しておりま

す。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は3,299百万円となり、前連結会計年度末に比べて653百

万円の増加となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、厳しい事業環境の影響により税金等調整前当期純利益が減少し

たことや、売上債権及び仕入債務がそれぞれ減少したこと等により、1,250百万円(前期比236百万円減少)と

なりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等があり、△471百万円(前期比

174百万円増加)となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等があり、△132百万円(前期比３百万円増加)とな

りました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

機械器具 9,140 74.4

生活関連製品 10,512 72.4

合計 19,652 73.3

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

機械器具 9,997 101.8 3,408 121.1

生活関連製品 9,392 73.3 5,546 80.8

合計 19,389 85.7 8,954 92.5

(注)　セグメント間取引については、相殺消去しております。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

機械器具 9,405 75.4

生活関連製品 10,708 77.0

合計 20,113 76.2

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　販売実績が、総販売実績の100分の10を超える相手先が無いため、相手先別の販売実績及び当該販売実績に対す

る割合の記載を省略しております。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、平成20年４月に３ヵ年の新中期経営計画をスタートさせ、グループの組織能力強化と競

争優位性の確立に取り組んでおります。また、厳しい事業環境下において、コスト競争力をさらに強化し、受

注確保を最優先課題としております。

そのために、海外への事業の重心のシフトと国内市場におけるプレゼンスの増大を、グループ全体での事

業課題として設定しております。

　事業ポートフォリオとして、機械器具事業については事業間シナジーの追求による既存市場における競争

優位性の確立と用途開発を重点的に行い、生活関連製品事業についてはサービス事業強化と商品力強化に

よる市場でのプレゼンスの増大に注力しております。　

　

　

４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなも

のがあります。なお、当該事項は当連結会計年度末現在において判断したものです。

　

①原材料価格の高騰のリスク

原材料価格の高騰により、当社製品の製造コストが増加する可能性があります。製造コストの増加分につ

いては、固定費の削減などの施策により、できる限り製品価格に影響が出ないよう努めておりますが、製造

コストの上昇により収益が減少する可能性があります。

　

②災害によるリスク

製品の多くを、尼崎本社工場で生産しております。定期的な設備点検・保守等により火災、風水害等の災

害による損害の防止に最大限努めておりますが、尼崎本社工場で大規模な災害が発生した場合、生産に影響

を及ぼす可能性があります。

　

③製品の品質によるリスク

製品に欠陥が発生しないように厳密な品質管理基準を定め、生産を行っております。しかし、全ての製品

において想定外の欠陥が発生しないという完全な保証はありません。製品の欠陥に起因する補償工事や製

造物賠償責任により多額の費用が発生した場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

④取引先の信用リスク

当社では、独自の与信管理制度により取引先の信用リスク管理に努めております。また、上記のリスクの

顕在化に備えて一定の基準に基づいて貸倒引当金を設定しております。しかし、経済状況の著しい悪化や当

社が前提としている要素の変化、予期せぬ要因による悪影響によっては、実際に発生する損失が貸倒引当金

を超過する可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 技術導入契約

相手先 国別 契約の内容 契約期間

カムフィル・ファー社 マレーシア エアフィルタに関する製造販売権 平成15.11.１～平成22.10.31

ダイナミックエア社 米国
粉粒体の気体輸送装置に関する製造販売
権

平成16.６.10～平成23.６.10

(注)　上記については、ロイヤルティとして売上高の一定率を支払っております。

　

(2) 技術援助契約

相手先 国別 契約の内容 契約期間

蘇州科徳技研有限公司 中国
ごみ焼却炉用排ガス処理システムの設計
技術の供与

平成20.12.28～平成28.12.27

　

(3) 住友重機械工業㈱との株式交換契約

当社は、平成22年５月10日開催の取締役会において、住友重機械工業㈱を完全親会社とし、当社を完全

子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。

　詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　(重要な後発事象)」に

記載のとおりであります。
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６ 【研究開発活動】

当連結会計年度の研究開発活動は、コストダウンを推進し競争力を強化するという全体方針のもと、次の

基本方針で進めてまいりました。

(基本方針)

　・商品力強化に直結する開発課題を厳選してリードタイムを短縮することにより、早期市場投入・早期

投資回収を図り、新商品の売上向上を目指す

　・グローバル市場に向けた商品の強化

　・国内における競争優位の確立

　

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。

①　機械器具事業

産業機器関係では、当社グループ内の技術シナジーを活用して、食品関連機器等の開発を推進しまし

た。

　スピニング加工機については、次世代自動車関連機器の加工技術開発をはじめとする市場セグメント

ごとに、独自工法の開発を推進しました。

　混練機については、グローバル展開の戦略機種として省エネ性能に優れた新型押出機を開発し、市場

投入しました。

　食品化工機については、混合かくはん機の高機能化、コンパクト化及び用途開発を推進しました。 

　工業用ファスナーについては、端子ねじ及び自動車関連部品の独自製法開発を推進しました。

②　生活関連製品事業

環境機器関係では、高炉業界向けの「高機能パルス集じん機」、都市ゴミ処理業界向けの「飛灰無害

化装置」の初号機がそれぞれ稼動し、省エネ・省スペース化を実現するとともに、さらなる高機能化に

向けた開発を推進しました。

空調機器関係では、省エネ・高機能温調技術の開発に成功し、既存市場及び新規市場へのシェア拡大

を推進しました。

冷却塔については、中国での好調な事業成果を一層推進すべく、送風機主要部材の高機能化を推進し

ました。

建材関係では、学校向け木製間仕切りのコストダウン開発を進め、市場投入しました。

　

当連結会計年度における研究開発費は、機械器具事業に117百万円、生活関連製品事業に77百万円、総額で

は194百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

(資産)

　当連結会計年度末における資産の合計は、前連結会計年度末に比べ1,827百万円(8.4％)減少し、19,977

百万円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ1,323百万円(8.4％)減少し、14,479百万円となりました。これは主

として、現金及び預金が761百万円増加し、受取手形及び売掛金が1,398百万円減少したことなどによりま

す。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ503百万円(8.4％)減少し、5,497百万百万円となりました。これは

主として、のれんの償却が122百万円発生したことなどによります。

　

(負債) 

　当連結会計年度末における負債の合計は、前連結会計年度末に比べ、1,854百万円(20.4％)減少し、7,243

百万円となりました。 

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ1,703百万円(22.0％)減少し、6,041百万円となりました。これは主

として、支払手形及び買掛金が1,200百万円減少したことなどによります。 

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ150百万円(11.1％)減少し、1,201百万円となりました。これは主と

して、退職給付引当金が146百万円減少したことなどによります。

　

(純資産) 

　当連結会計年度末における純資産の合計は、前連結会計年度末に比べ26百万円(0.2％)増加し、12,733百

万円となりました。これは主として、為替換算調整勘定が17百万円増加し、利益剰余金が17百万円減少し

たことなどによります。 

　なお、自己資本比率は61.8％となり、前連結会計年度末に比べ5.3ポイント増加しました。
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(2) 経営成績の分析

①　売上高

売上高は、前連結会計年度に比べ6,278百万円減少し、20,113百万円となりました。

　

②　売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は、15,234百万円となりました。売上原価比率は、前連結会計年度並みの75.7％となりまし

た。

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ684百万円減少し、4,287百万円となりました。

　

③　営業利益

営業利益は、前連結会計年度に比べ855百万円減少し、591百万円となりました。

売上高営業利益率は、前連結会計年度に比べ2.6ポイント減少し、2.9％となりました。

　

④　経常利益

経常利益は、前連結会計年度に比べ845百万円減少し、653百万円となりました。

売上高経常利益率は、前連結会計年度に比べ2.4ポイント減少し、3.3％となりました。

　

⑤　特別損益

特別利益は、固定資産売却益と環境対策費用戻入益を計上しました。前連結会計年度に比べ17百万円

増加し、29百万円となりました。

特別損失は、事業構造改善費用、固定資産除却損及び関係会社整理損を計上しました。前連結会計年

度に比べ93百万円増加し、160百万円となりました。

　

⑥　法人税等

法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計は、前連結会計年度に比べ258百万円減少し、338

百万円となりました。

　

⑦少数株主利益

少数株主利益は、前連結会計年度に比べ18百万円増加し、54百万円となりました。

　

⑧当期純利益

当期純利益は、前連結会計年度に比べ681百万円減少し、129百万円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下[資金]という)は、3,299百万円となり、前連結会

計年度末の資金2,645百万円に比べ653百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況と主な要因は

以下のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、資金の増加は、1,250百万円(前期比236百万円減少)となりました。これは主として、税

金等調整前当期純利益による資金増加が522百万円、売上債権の減少による資金増加が1,422百万円、仕入

債務の減少による資金減少が1,209百万円あったことなどによります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、資金の減少は、471百万円(前期比174百万円増加)となりました。これは主として、有形

固定資産の取得による資金減少が348百万円あったことなどによります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、資金の減少は、132百万円(前期比3百万円増加)となりました。これは主として、配当金

の支払による資金減少が135百万円あったことなどによります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の当社グループでの設備投資(無形固定資産を含む)については、機械及び装置を中心に

総額234百万円の投資を実施しました。

そのうち、機械器具事業に163百万円、生活関連製品事業に70百万円の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成22年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

本社工場
(兵庫県尼崎市)

機械器具 生産設備 407 162
184

(18,598)
0 6 761

40
[1]

生活関連
製品

生産設備 666 133
351

(35,466)
1 28 1,181

133
[36]

全社共通 本社建物 188 ― ― ― 15 203
61
[8]

賃貸用工場
(兵庫県三田市)

機械器具 賃貸設備 23 ―
218

(1,650)
― ― 241 ―

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。

２　上記中の[　]内の数字は外書きで、臨時従業員数であります。

３　主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

名称 台数 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

床上形横中ぐり盤 １台 ７年 13 82

　

(2) 国内子会社

平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

㈱モリヤ
マ

本社工場
(兵庫県
三田市)

機械器具 生産設備 212 55
221

(4,219)
― 8 498

42
[1]

㈱イズミ
フードマ
シナリ

淡路工場
(兵庫県
南あわじ
市)

機械器具 生産設備 117 255
98

(33,503)
― 45 517

132
[―]

新 日 本
フ ァ ス
ナー工業
㈱

本社工場
(岡山県
津山市)

機械器具 生産設備 11 75
―

《28,340》
― 2 89

47
[5]

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。

　　　 ２　上記中の[　]内の数字は外書きで、臨時従業員数であります。

３　上記中の《　》内の数字は外書きで、賃借中のものであります。
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(3) 在外子会社

平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

大連斯頻
徳冷却塔
有限公司

本社工場
(中国
大連市)

生活関連
製品

生産設備 54 44
―
(―)

― 14 113
141
[60]

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。

２　上記中の[　]内の数字は外書きで、臨時従業員数であります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 新設、改修等

該当事項はありません。

　

(2) 除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 86,400,000

計 86,400,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 49,260,00049,260,000

大阪証券取引所
(市場第１部)
東京証券取引所
(市場第１部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 49,260,00049,260,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありま

せん。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)
(注)

資本準備金
残高
(百万円)

平成19年10月１日(注) 10,380 49,260 ― 3,275 3,331 4,150

(注)　平成19年10月１日付で、当社を完全親会社とし、㈱イズミフードマシナリ及び新日本ファスナー工業㈱を完全子会

社とする株式交換を行ったことにより、発行済株式が10,380千株、資本準備金が3,331百万円増加しております。 
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(6) 【所有者別状況】

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 34 39 85 35 3 6,0486,244 ―

所有株式数
(単元)

― 8,257 725 21,786 625 15 17,44548,853407,000

所有株式数
の割合(％)

― 16.9 1.5 44.6 1.3 0.0 35.7 100 ―

(注)　自己株式228,776株は、「個人その他」の欄に228単元及び「単元未満株式の状況」の欄に776株含めて記載してお

ります。なお、期末日現在の実保有残高は228,776株であります。

　

(7) 【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

住友重機械工業㈱ 東京都品川区大崎２丁目１番１号 19,494 39.57

住友信託銀行㈱ 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 1,846 3.75

三井住友海上火災保険㈱ 東京都中央区新川２丁目27番２号 1,230 2.50

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,014 2.06

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 565 1.15

日本マスタートラスト信託銀行
㈱(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 563 1.14

日本スピンドル会 兵庫県尼崎市潮江４丁目２番30号 561 1.14

ＮＳ持株会 兵庫県尼崎市潮江４丁目２番30号 459 0.93

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 401 0.81

日本スピンドル互助会 兵庫県尼崎市潮江４丁目２番30号 387 0.79

計 ― 26,521 53.84

(注) １　住友信託銀行㈱から平成19年10月22日付(平成19年11月12日付で訂正報告書)で提出された大量保有報告書(変

更報告書)により、平成19年10月15日現在で2,122千株(株券等保有割合4.31％)の株式を所有している旨の報

告を受けておりますが、当社として当事業年度末の実質所有株式数の確認ができない部分については、上記大

株主の状況には含めておりません。

２　日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式は、全株式が信託業務に係るものであります。
３　日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式は、全株式が信託業務に係るものであります。
４　日本スピンドル会は、当社の取引先の持株会であります。
５　ＮＳ持株会は、当社代理店の持株会であります。
６　日本スピンドル互助会は、当社の従業員持株会であります。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 228,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 48,625,00048,625 ―

単元未満株式 普通株式 407,000 ― ―

発行済株式総数 　 49,260,000― ―

総株主の議決権 ― 48,625 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式776株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本スピンドル製造㈱

尼崎市潮江４丁目２番30号 228,000― 228,0000.46

計 ― 228,000― 228,0000.46

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

　

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 10,650 1

当期間における取得自己株式 1,000 0

(注)　当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単位未満株式の買増請求に
よる売渡し)

700 0 ― ―

保有自己株式数 228,776 ― 229,776 ―

(注)　当期間における保有自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

　

３【配当政策】

当社は、適切な利益還元を経営の最重要政策のひとつと位置づけ、安定配当を基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度における当社グループの状況は、厳しい事業環境の影響により経常利益は前連結会計年度に

比べ845百万円減少の653百万円となり、当期純利益は前連結会計年度に比べ681百万円減少の129百万円と

なりました。現在の事業環境を鑑みた結果、当期はより安定・継続的な配当を可能にするために内部留保の

充実を優先し、無配といたしました。

なお、当社は中間配当を行なうことができる旨を定めております。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 364 432 491 346 186

最低(円) 210 241 185 117 110

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年10月 平成21年11月 平成21年12月 平成22年１月 平成22年２月 平成22年３月

最高(円) 148 135 134 144 135 149

最低(円) 133 110 113 127 118 122

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

― 齊　藤　十　内 昭和20年10月12日生

昭和46年４月 住友重機械工業㈱入社

(注)２ 29

平成10年１月 同社精密事業部長　田無製造所長

平成11年６月 同社常務執行役員、精密事業部長、

田無製造所長

平成12年６月 新日本造機㈱代表取締役社長

平成15年４月 同社代表取締役社長、住友重機械

工業㈱執行役員

平成16年６月 当社代表取締役社長(現)

常務取締役
産機事業部
担当、㈱モリ
ヤマ担当

川　上　　　隆 昭和22年10月20日生

昭和48年４月 住友重機械工業㈱入社

(注)２ 10

平成11年４月 同社機械事業本部産業機械事業セ

ンター長

平成13年４月 当社理事

平成14年３月 ㈱モリヤマ代表取締役社長

平成15年６月 取締役産機事業部担当

平成16年６月 常務取締役技術開発室長、品質保

証室長

平成17年１月

 
常務取締役産機事業部担当、技術

開発室長、品質保証室長

平成18年４月

 
常務取締役産機事業部担当、技術

開発室長

平成19年10月 常務取締役技術開発室長

平成20年１月 常務取締役技術開発室長、産機事

業部長、同事業部企画ＧＬ

平成20年４月 常務取締役技術開発室長、同室技

術開発ＧＬ、同室知的財産ＧＬ、産

機事業部長

平成20年10月 常務取締役技術開発室長、産機事

業部長

平成20年11月 常務取締役技術開発室長、産機事

業部担当、環境システム事業部担

当

平成20年12月 常務取締役技術開発室長、産機事

業部担当、環境システム事業部担

当、空調システム事業部担当

平成21年６月 常務取締役技術開発室長、産機事

業部担当、㈱モリヤマ担当

平成21年８月 常務取締役技術開発室長、海外業

務推進室長、産機事業部担当、㈱モ

リヤマ担当

平成22年４月 常務取締役技術開発室長、海外業

務推進室長、ミキシング事業セン

ター長、産機事業部担当、㈱モリヤ

マ担当

平成22年６月 常務取締役産機事業部担当、㈱モ

リヤマ担当(現)

常務取締役

企画・経理
室長、資材室
長、㈱イズミ
フードマシ
ナリ担当、新
日本ファス
ナー工業㈱
担当

源　　孝 昭和21年６月17日生

昭和45年４月 住友重機械工業㈱入社

(注)２ 12

平成14年６月 同社ＩＲ広報室長

平成16年６月 当社取締役企画・業務室長、同室

企画ＧＬ、同室総務ＧＬ、資材室長

平成17年４月 取締役企画・業務室長、同室企画

・管理ＧＬ、資材室長

平成18年６月 常務取締役企画・業務室長、同室

企画・管理ＧＬ、資材室長

平成18年10月

 
常務取締役企画・業務室長、同室

企画・管理ＧＬ、同室情報システ

ムＧＬ、資材室長

平成19年10月 常務取締役企画・業務室長、同室

情報システムＧＬ、資材室長

平成20年４月 常務取締役企画・業務室長、資材

室長

平成20年10月 常務取締役企画・経理室長、資材

室長、業務室担当

平成21年６月 常務取締役企画・経理室長、資材

室長、㈱イズミフードマシナリ担

当、新日本ファスナー工業㈱担当

(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役

環境システ
ム事業部担
当、空調シス
テム事業部
担当

油　納　与志雄 昭和22年２月１日生

昭和44年４月 当社入社

(注)２ 36

平成10年１月 環境システム事業部集塵システム

営業部長、大阪支社副支社長

平成10年６月 取締役大阪支社長、産機システム

・環境システム営業担当、環境シ

ステム事業部集塵システム営業部

長、総務部担当補佐、名古屋支店・

福岡営業所担当

平成11年４月 取締役大阪支社長、環境システム

部長、総務グループ担当、名古屋支

店・福岡営業所担当

平成12年10月 取締役大阪支社長、環境システム

事業部長

平成13年４月 取締役クリーンシステム事業部

長、大阪支社長

平成13年６月 常務取締役クリーンシステム事業

部長、大阪支社長

平成13年10月 常務取締役クリーンシステム事業

部長、環境システム事業部担当

平成14年４月 常務取締役建材事業部長

平成15年６月 常務取締役建材事業部長、環境シ

ステム事業部担当

平成16年６月 常務取締役環境システム事業部長

平成16年10月 取締役環境システム事業部担当

平成17年４月

 
取締役環境システム事業部担当、

空調システム事業部担当

平成19年10月 取締役環境システム事業部担当、

空調システム事業部担当、冷熱事

業部担当

平成20年11月 取締役空調システム事業部担当、

冷熱事業部担当

平成20年12月 取締役冷熱事業部担当

平成21年４月 取締役

平成21年６月 取締役環境システム事業部担当

平成22年３月 取締役環境システム事業部担当、

空調システム事業部担当(現)

取締役

冷熱事業部
長、本社工場
設備保全Ｔ
Ｌ、生産技術
ＴＬ、建材事
業部担当

藤川　耕太郎 昭和25年12月31日生

昭和46年４月 当社入社

(注)２ 14

平成13年４月 資材部長

平成16年６月 建材事業部副事業部長、同事業部

企画・管理ＧＬ、同事業部製造企

画ＧＬ、同事業部工事ＧＬ

平成17年４月 建材事業部長、同事業部製造ＧＬ

平成17年６月 取締役建材事業部長、同事業部製

造ＧＬ 

スピンドル建材サービス㈱代表取

締役社長(現)

平成18年３月 取締役建材事業部長、同事業部営

業本部長、同事業部製造ＧＬ、同事

業部製造Ｇ生産ＴＬ 

平成18年４月 取締役建材事業部長、同事業部営

業本部長、同事業部技術センター

長、同事業部製造ＧＬ、同事業部製

造Ｇ生産ＴＬ 

平成19年４月 取締役建材事業部長、同事業部企

画ＧＬ

平成20年１月 取締役品質保証室長、建材事業部

長、同事業部企画ＧＬ

平成20年３月 取締役品質保証室長、同室ＧＬ、本

社工場長、建材事業部担当

平成21年４月 取締役品質保証室長、同室ＧＬ、本

社工場長、本社工場設備保全ＴＬ、

建材事業部担当

平成21年６月 取締役品質保証室長、本社工場長、

本社工場設備保全ＴＬ、建材事業

部担当

平成21年８月 取締役品質保証室長、本社工場長、

本社工場設備保全ＴＬ、生産技術

ＴＬ、建材事業部担当

平成22年３月 取締役冷熱事業部長、本社工場設

備保全ＴＬ、生産技術ＴＬ、建材事

業部担当(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
業務室長、海
外業務推進
室長

中　野　龍　一 昭和27年12月16日生

昭和50年７月 当社入社

(注)２ 12

平成16年４月 産機事業部製造ＧＬ

平成17年１月 品質保証ＧＬ

平成18年１月 監査室長、監査役付、品質保証室Ｇ

Ｌ

平成18年４月 監査室長、監査役付

平成20年10月 業務室長、同室総務ＧＬ

平成21年６月 取締役業務室長、同室総務ＧＬ

平成22年４月 取締役業務室長

平成22年６月 取締役業務室長、海外業務推進室

長(現)

取締役

技術開発室
長、ミキシン
グ事業セン
ター長、品質
保証室担当、
本社工場長

岸　本　峰　明 昭和24年５月18日生

昭和45年４月 住友重機械工業㈱入社

(注)２ 3

平成11年４月 同社機械事業本部産業機械事業セ

ンター生産管理ＧＬ

平成13年４月 スチールプランテック㈱海外営業

部中国ＴＬ

平成16年12月 同社営業本部主管

平成20年10月 当社空調システム事業部長付主幹

平成20年11月 空調システム事業部副事業部長

平成20年12月 空調システム事業部長

平成21年６月 取締役空調システム事業部長、同

事業部営業ＧＬ、技術ＧＬ、製造Ｇ

Ｌ

平成21年11月 取締役空調システム事業部長、同

事業部企画ＧＬ、営業ＧＬ、技術Ｇ

Ｌ、製造ＧＬ

平成22年３月 取締役品質保証室長、本社工場長

平成22年４月 取締役品質保証室担当、本社工場

長

平成22年６月 取締役技術開発室長、ミキシング

事業センター長、品質保証室担当、

本社工場長(現)

常勤監査役 ― 野　村　忠　廣 昭和22年７月４日生

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 18

平成８年４月 経理部長

平成15年３月 環境システム事業部副事業部長、

同事業部企画・管理ＧＬ

平成16年８月 企画・業務室企画・管理Ｇ参与

平成19年５月 企画・業務室理事

平成19年６月 常勤監査役(現)

監査役 ― 田　辺　榮　一 昭和21年４月27日生

昭和44年４月 住友信託銀行㈱入社

(注)４ ―

平成９年６月 同社取締役人事部長

平成10年６月 同社常務取締役人事部長

平成11年６月 同社常務取締役常務執行役員

平成13年６月 同社取締役常務執行役員

平成14年４月 同社取締役専務執行役員

平成16年６月 同社常任監査役

平成20年６月 住信保証㈱常勤監査役、当社監査

役(現)

監査役 ― 藤　田　榮　一 昭和18年７月16日生

昭和41年４月

 
住友機械工業㈱(現住友重機械工

業㈱)入社

(注)４ ―

平成９年６月 同社取締役大阪支社長

平成10年10月 同社取締役業務本部長

平成11年４月 同社常務取締役業務本部長

平成11年６月 同社取締役専務執行役員

平成13年４月 同社取締役執行役員副社長

平成19年４月 同社取締役

平成19年６月 同社常勤監査役(現)

平成20年６月 当社監査役(現)

計 134

(注)１　監査役田辺榮一及び監査役藤田榮一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成23年３月期に係る定時株主総会終結

のときまでであります。

３　監査役野村忠廣の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成23年３月期に係る定時株主

総会終結のときまでであります。

４　監査役田辺榮一及び監査役藤田榮一の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成24年３

月期に係る定時株主総会終結のときまでであります。

５　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役２

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。
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氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

川　勝　泰　司 昭和５年８月17日生

昭和28年４月 南海電気鉄道㈱入社

(注１) 24

昭和48年12月 同社経理部長

昭和54年６月 同社取締役経理部長

平成４年５月 同社代表取締役社長

平成６年６月 当社監査役

平成11年６月 南海電気鉄道㈱代表取締役会長

平成13年３月 同社取締役相談役

平成15年６月 同社相談役

平成17年６月 同社社友(現)

長　屋　行　博 昭和18年４月10日生

昭和45年３月 当社入社

(注１) 22

平成10年１月 環境システム事業部クリーン・冷熱

技術部長

平成10年６月 取締役環境システム事業部副事業部

長、同事業部クリーン・冷熱技術部長

平成12年10月 取締役クリーンシステム事業部長

平成14年４月 取締役技術開発室長、品質保証室長

平成15年６月 取締役技術開発室長、品質保証室長、

本社工場長

平成16年６月 当社監査役

平成19年６月 当社技術顧問

平成19年10月 ㈱イズミフードマシナリ取締役

(注)１　補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。

２　社外監査役が欠けた場合に備えて補欠監査役川勝泰司を、社内監査役が欠けた場合に備えて補欠監査

役長屋行博を選任しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

・企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

当社は監査役会設置会社であります。取締役会は取締役７名で構成されております。

会社の対応すべき経営課題や重要事項に関する意思決定は毎月の取締役会で十分な審議を尽くし

た上で行っております。また、業務執行の状況は毎月開催される取締役会及び経営会議(取締役及び

常勤監査役で構成)において報告させ、審議しております。

監査役会は２名の社外監査役を含む３名で構成されております。社外監査役２名は、取締役会及び

監査役会において、客観的かつ中立的な視点で適法性、適正性等を確保するためのの助言・提言を

行っております。

この結果、迅速な意思決定、適切な業務執行及び監査の実効性の何れの観点においても、現状の体

制で十分なガバナンスは機能していると考えております。

　

・社外取締役・社外監査役の選任の状況

取締役７名中（平成22年３月末現在）、会社法第２条第15号に規定する社外取締役の要件を充足

する取締役はおりません。

社外監査役は監査役３名中（平成22年３月末現在）、２名（内　非常勤２名）であります。

　

・取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数によって行う旨、並びに累積投票によ

らない旨を定款に定めております。

　

・株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項及びその理由

①自己の株式を取得することができる旨

（機動的な資本政策の遂行を可能とするため）

②取締役(取締役であった者を含む。)の当社に対する損害賠償責任を、法令が定める範囲で免除する

ことができる旨

（職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため）

③監査役(監査役であった者を含む。)の当社に対する損害賠償責任を、法令が定める範囲で免除する

ことができる旨

（職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため）

④中間配当を行うことができる旨

（株主への機動的な利益還元を可能とするため）
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・株主総会の特別決議要件を変更した内容及びその理由

当社は、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議は議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっておこなう旨定

款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会

の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

・内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実のため、法令遵守などを規定したコンプライアンスマ

ニュアルの周知・徹底や適宜・適切な内部監査の実施などにより内部統制システムの更なる強化を

図っております。

当社は、業務にかかわる各分野の重大なリスクを適切に管理することにより、健全な経営基盤を確

立し、安定的な収益を確保するように努めております。具体的には、各リスクの管理担当部署でリス

クの測定と管理を行っており、その結果を定期的にトップマネジメント、取締役会へ報告し、グルー

プ全体のリスクを把握・管理しております。

なお、平成18年５月15日開催の取締役会において、以下の項目について内部統制システム構築に関

する基本方針を決議しました。また、第85期においては、平成19年７月27日及び平成20年３月24日の

取締役会において「内部統制システム構築の基本方針改定の件」を、それぞれ決議しております。

・取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・財務報告の適正性を確保するための体制

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項

・前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

・取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　

　

EDINET提出書類

日本スピンドル製造株式会社(E01523)

有価証券報告書

29/99



②　内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

・内部監査

内部監査は監査室が実施しております。監査は業績及び財務状況に重大な影響を及ぼす業務上の

リスク軽減や内部統制の向上等を目的として作成される重点監査計画書に基づき実施され、監査結

果は社長、監査役をはじめとする関係部門に報告される体制となっております。また、改善すべき事

項がある場合は対象部門よりすみやかに改善状況を社長等に報告させ、その改善実施内容の確認等

を目的とするフォローアップ監査を行っております。

・監査役監査

監査役が取締役会等の重要な会議に出席する他、会社の状況、取締役の業務執行等を常時確認し、

適正な監査を行っております。

・会計監査の状況

会計監査は、あずさ監査法人との間で監査契約を締結し、会計監査を受けております。監査法人に

よる監査計画及び監査結果の報告には、監査役及び監査室長が出席し、相互に意見交換が図られてい

るほか、必要に応じ随時情報の交換を行うことで相互の連携を高めております。

会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等については、次のとおりであります。

　

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定社員　業務執行社員　山中俊廣 あずさ監査法人

指定社員　業務執行社員　宮本敬久 あずさ監査法人

(注) 継続監査年数については、いずれの社員も７年以内であります。

　

監査業務に係る補助者は、監査法人の選定基準による公認会計士、会計士補等から構成されており

ます。

　

③　社外取締役及び社外監査役

社外取締役は選任しておりません。

社外監査役は、経営監視機能の客観性・中立性を確保するため、監査役３名中（平成22年３月末現

在）、２名（内　非常勤２名）を選任しております。

社外監査役と、監査役、監査室及び会計監査人とは、会計監査、内部統制監査の方法に関する意見交

換等の相互連携を行うことで、効率的な監査を実施しております。

社外監査役　田辺榮一氏は、非常勤の監査役であり、当社との間には特別な利害関係はありません。

社外監査役　藤田榮一氏は、非常勤の監査役であり、当社の親会社である住友重機械工業㈱の常勤

監査役であります。当社と住友重機械工業㈱との間には、営業取引(価格その他の取引条件は当社と

関連を有しない他社と同様の条件)があり、当社への役員派遣、社員の転籍など人事面でも交流があ

りますが、当社の経営は当社独自の基準・判断に基づいて行われており、経営の独立性は十分に確保

されております。

なお、当社は会社法第427条第１項に基づき、社外監査役との間においては、会社法第423条第１項

の責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、法令の定める

最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担するものとする契約を締結しております。
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④　役員報酬の内容

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

105 80 ― ― 24 8

監査役
(社外監査役を除く。)

16 12 ― ― 3 1

社外役員 7 5 ― ― 1 2

(注) 上記取締役には、平成21年６月26日の定時株主総会の決議に基づき退任した取締役１名を含んでおります。

　

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

　取締役の報酬等は株主総会の決議によって定める旨を定款に定めております。

　

⑤　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　銘柄数　 15銘柄

　貸借対照表計上額の合計額　　247百万円

　

ロ　保有目的が純投資以外の目的である投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱池田泉州ホールディングス 312,280 53取引先との関係強化

三井住友海上グループホールディングス㈱ 16,200 42取引先との関係強化

オークマホールディングス㈱ 55,000 37取引先との関係強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 11,900 36取引先との関係強化

山陽特殊製鋼㈱ 62,202 25取引先との関係強化

LINEAR CORPORATION 833,333 8 取引先との関係強化

㈱タクマ 26,000 5 取引先との関係強化

㈱立花エレテック 4,840 3 取引先との関係強化

㈱りそなホールディングス 1,500 1 取引先との関係強化

(注)　三井住友海上グループホールディングス㈱は、平成22年４月１日付でＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホー

ルディングス㈱に社名変更しました。

　

ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 33 ― 31 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 33 ― 31 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、第86期事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、第87期事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成

21年３月31日まで)及び第86期事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)並びに当連結会計

年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)及び第87期事業年度(平成21年４月１日から平成22年

３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、以下の通り連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

　　会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、

会計基準設定主体等の行う研修への参加等を行っております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,646 3,408

受取手形及び売掛金 9,522 8,123

商品及び製品 270 214

仕掛品 2,228 1,875

原材料及び貯蔵品 612 559

繰延税金資産 267 249

未収入金 247 123

その他 103 34

貸倒引当金 △95 △109

流動資産合計 15,802 14,479

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,085 4,068

減価償却累計額 △2,217 △2,332

建物及び構築物（純額） 1,867 1,735

機械装置及び運搬具 2,724 2,837

減価償却累計額 △1,925 △2,079

機械装置及び運搬具（純額） 798 757

土地 1,570 1,570

リース資産 3 3

減価償却累計額 △0 △1

リース資産（純額） 2 2

建設仮勘定 48 19

その他 898 893

減価償却累計額 △742 △781

その他（純額） 156 112

有形固定資産合計 ※１
 4,445

※１
 4,198

無形固定資産

のれん 427 305

その他 212 173

無形固定資産合計 640 478

投資その他の資産

投資有価証券 235 257

関係会社出資金 39 34

長期貸付金 62 15

長期前払費用 20 12

繰延税金資産 411 332

その他 256 229

貸倒引当金 △110 △61

投資その他の資産合計 915 821

固定資産合計 6,001 5,497

資産合計 21,804 19,977
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,438 4,237

短期借入金 ※１
 345

※１
 387

未払法人税等 292 158

賞与引当金 374 343

未払費用 273 231

その他 1,021 683

流動負債合計 7,745 6,041

固定負債

長期借入金 42 37

繰延税金負債 124 124

退職給付引当金 965 819

役員退職慰労引当金 175 184

その他 42 35

固定負債合計 1,351 1,201

負債合計 9,097 7,243

純資産の部

株主資本

資本金 3,275 3,275

資本剰余金 5,019 5,019

利益剰余金 4,086 4,069

自己株式 △47 △48

株主資本合計 12,334 12,316

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13 29

繰延ヘッジ損益 － △0

為替換算調整勘定 △25 △8

評価・換算差額等合計 △12 20

少数株主持分 384 396

純資産合計 12,706 12,733

負債純資産合計 21,804 19,977
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

売上高 26,392 20,113

売上原価 ※１, ※３
 19,974

※１, ※３
 15,234

売上総利益 6,418 4,879

販売費及び一般管理費 ※２, ※３
 4,972

※２, ※３
 4,287

営業利益 1,446 591

営業外収益

受取利息 3 3

受取配当金 4 2

負ののれん償却額 8 8

設備賃貸料 35 35

助成金収入 － 23

違約金収入 25 －

為替差益 11 －

貸倒引当金戻入額 3 6

雑収入 21 23

営業外収益合計 114 102

営業外費用

支払利息 33 12

持分法による投資損失 － 4

設備賃貸費用 3 6

手形売却損 4 －

雑損失 20 17

営業外費用合計 61 40

経常利益 1,499 653

特別利益

固定資産売却益 － ※４
 19

環境対策費用戻入益 － 9

投資有価証券売却益 8 －

貸倒引当金戻入額 4 －

特別利益合計 12 29

特別損失

事業構造改善費用 － ※５
 138

固定資産除却損 ※６
 37

※６
 15

関係会社整理損 － ※７
 6

投資有価証券評価損 20 －

ゴルフ会員権評価損 9 －

特別損失合計 67 160

税金等調整前当期純利益 1,443 522

法人税、住民税及び事業税 548 245

法人税等調整額 48 92

法人税等合計 596 338

少数株主利益 36 54

当期純利益 811 129
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,275 3,275

当期末残高 3,275 3,275

資本剰余金

前期末残高 5,020 5,019

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 5,019 5,019

利益剰余金

前期末残高 3,521 4,086

当期変動額

剰余金の配当 △245 △147

当期純利益 811 129

当期変動額合計 565 △17

当期末残高 4,086 4,069

自己株式

前期末残高 △38 △47

当期変動額

自己株式の取得 △12 △1

自己株式の処分 3 0

当期変動額合計 △9 △1

当期末残高 △47 △48

株主資本合計

前期末残高 11,779 12,334

当期変動額

剰余金の配当 △245 △147

当期純利益 811 129

自己株式の取得 △12 △1

自己株式の処分 2 △0

当期変動額合計 555 △18

当期末残高 12,334 12,316
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 63 13

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△50 15

当期変動額合計 △50 15

当期末残高 13 29

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 － △0

為替換算調整勘定

前期末残高 41 △25

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△67 17

当期変動額合計 △67 17

当期末残高 △25 △8

評価・換算差額等合計

前期末残高 105 △12

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△117 33

当期変動額合計 △117 33

当期末残高 △12 20

少数株主持分

前期末残高 418 384

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △34 12

当期変動額合計 △34 12

当期末残高 384 396

純資産合計

前期末残高 12,303 12,706

当期変動額

剰余金の配当 △245 △147

当期純利益 811 129

自己株式の取得 △12 △1

自己株式の処分 2 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △152 45

当期変動額合計 403 26

当期末残高 12,706 12,733

EDINET提出書類

日本スピンドル製造株式会社(E01523)

有価証券報告書

38/99



④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,443 522

減価償却費 501 495

のれん償却額 122 122

賞与引当金の増減額（△は減少） △6 △31

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13 △32

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2 △146

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4 8

受取利息及び受取配当金 △8 △5

支払利息 33 12

固定資産売却損益（△は益） － △19

環境対策費用戻入益 － △9

投資有価証券売却損益（△は益） △8 －

事業構造改善費用 － 138

固定資産除却損 37 15

関係会社整理損 － 6

投資有価証券評価損益（△は益） 20 －

ゴルフ会員権評価損 9 －

売上債権の増減額（△は増加） 979 1,422

たな卸資産の増減額（△は増加） △440 470

仕入債務の増減額（△は減少） △948 △1,209

その他 721 △74

小計 2,474 1,685

利息及び配当金の受取額 8 5

利息の支払額 △33 △12

特別退職金の支払額 － △54

法人税等の支払額 △962 △372

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,487 1,250

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 7 △108

有形固定資産の取得による支出 △598 △348

有形固定資産の売却による収入 － 20

無形固定資産の取得による支出 △32 △13

投資有価証券の取得による支出 △2 △1

投資有価証券の売却による収入 10 －

関係会社出資金の払込による支出 △39 △22

貸付けによる支出 △1 △1

貸付金の回収による収入 5 3

その他 4 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △645 △471

EDINET提出書類

日本スピンドル製造株式会社(E01523)

有価証券報告書

39/99



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 205 27

長期借入れによる収入 42 3

長期借入金の返済による支出 △135 －

少数株主からの払込みによる収入 14 －

自己株式の取得による支出 △12 △1

自己株式の売却による収入 2 0

配当金の支払額 △224 △135

少数株主への配当金の支払額 △28 △24

その他 － △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △135 △132

現金及び現金同等物に係る換算差額 △34 6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 671 653

現金及び現金同等物の期首残高 1,974 2,645

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 2,645

※１
 3,299
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

　全ての子会社(10社)を連結しておりま

す。

　連結子会社名は、「第１　企業の概況　４　

関係会社の状況」に記載しているため、省

略しております。

　全ての子会社(８社)を連結しておりま

す。

　連結子会社名は、「第１　企業の概況　４　

関係会社の状況」に記載しているため、省

略しております。

　なお、エヌエスエンジニアリング㈱につ

いては当連結会計年度においてエヌエス

興産㈱と合併し解散したため連結の範囲

から除いております。また、MORIYAMA USA,

INC.については当連結会計年度において

清算したため連結の範囲から除いており

ます。

２　連結子会社の事業

年度等に関する

事項

　連結子会社のうち、エヌエス興産㈱、大連

斯頻徳冷却塔有限公司及びMORIYAMA USA,

INC.の決算日は12月31日であります。連結

財務諸表の作成にあたっては同日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

　連結子会社のうち、エヌエスエンジニア

リングアンドサポート㈱及び大連斯頻徳

冷却塔有限公司の決算日は12月31日であ

ります。連結財務諸表の作成にあたっては

同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。

３　持分法の適用に関

する事項

持分法を適用した関連会社数　１社

会社等の名称　　蘇州科徳技研有限公司

　なお、蘇州科徳技研有限公司については、

新たに設立したことにより、当連結会計年

度より持分法を適用しております。

持分法を適用した関連会社数　１社

会社等の名称　　蘇州科徳技研有限公司

　

４　持分法を適用した

関連会社の事業

年度等に関する

事項

　蘇州科徳技研有限公司の決算日は12月31

日であります。持分法の適用の手続きに当

たっては同日現在の財務諸表を使用して

おります。

同左

５　会計処理基準に関

する事項
 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

 ①　有価証券

 (イ) 満期保有目的の債券

　　　償却原価法(定額法)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

 ①　有価証券

 (イ) 満期保有目的の債券

同左

　  (ロ) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　連結会計年度末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

 (ロ) その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　　　時価のないもの

同左

　  ②　デリバティブ

　　時価法

 ②　デリバティブ

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　  ③　たな卸資産

　総平均法(ただし、個別受注品につ

いては個別法)による原価法(収益性

の低下による簿価切下げの方法)

 (会計方針の変更)

　「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　平成18年

７月５日　企業会計基準第９号)を当

連結会計年度から適用し、評価基準に

ついては、原価法から原価法(収益性

の低下による簿価切下げの方法)に変

更しております。

　この結果、従来の方法によった場合

に比べて、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益がそれぞれ30

百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

 ③　たな卸資産

　総平均法(ただし、個別受注品につ

いては個別法)による原価法(収益性

の低下による簿価切下げの方法)

 

　 　 　
　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法

 ①　有形固定資産

 (イ) リース資産以外の有形固定資産

　当社は、建物(建物附属設備を除く)

については定額法、その他の有形固定

資産については定率法によっており

ます。

　国内連結子会社は定率法によってお

ります。ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備を除

く)については定額法を採用しており

ます。

　在外連結子会社は定額法によってお

ります。

　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物及び構築物 ２～41年

機械装置及び運搬具 ２～14年

 (追加情報)

　平成20年度の法人税法改正に伴い、

主として機械装置の耐用年数の変更

を行っております。

　この結果、従来の方法によった場合

と比べて、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益がそれぞれ12

百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響

については、当該箇所に記載しており

ます。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法

 ①　有形固定資産

 (イ) リース資産以外の有形固定資産

　当社は、建物(建物附属設備を除く)

については定額法、その他の有形固定

資産については定率法によっており

ます。

　国内連結子会社は定率法によってお

ります。ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備を除

く)については定額法を採用しており

ます。

　在外連結子会社は定額法によってお

ります。

　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物及び構築物 ２～41年

機械装置及び運搬具 ２～14年
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　  (ロ)　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によっており

ます。

　なお、リース取引会計基準の改正適

用初年度開始前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

 (ロ)　リース資産
同左

 

　  ②　無形固定資産

 (イ) リース資産以外の無形固定資産

　当社及び連結子会社は定額法によっ

ております。

　ただし、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

 ②　無形固定資産

 (イ) リース資産以外の無形固定資産
同左

　  (ロ) リース資産

　リース期間を償却年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によっており

ます。

　なお、リース取引会計基準の改正適

用初年度開始前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

 (ロ) リース資産
同左

 

　  ③　長期前払費用

　均等償却しております。

 ③　長期前払費用

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 (3) 重要な引当金の計上基準

 ①　貸倒引当金

　当社及び国内連結子会社は、債権の

貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ①　貸倒引当金

同左

　  ②　賞与引当金

　当社及び国内連結子会社は、従業員

に対して支給する賞与の支出に備え

るため、支給見込額に基づき計上し

ております。

 ②　賞与引当金

同左

　  ③　退職給付引当金

　当社及び国内連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　なお、会計基準変更時差異(1,960百

万円)については、15年による按分額

を費用処理しております。

　過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(11年)による按分額を

費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連

結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(11年)による按分額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度より費用処理し

ております。

 ③　退職給付引当金

　当社及び国内連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　なお、会計基準変更時差異(1,960百

万円)については、15年による按分額

を費用処理しております。

　過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(11年)による按分額を

費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連

結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(11年)による按分額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度より費用処理し

ております。

 (会計方針の変更)

　当連結会計年度から「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正(その

３)」(企業会計基準第19号　平成20

年７月31日)を適用しております。

　これによる営業利益、経常利益、税

金等調整前当期純利益及び退職給付

債務の差額の未処理残高に与える影

響はありません。

　  ④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 ――― (4) 重要な収益及び費用の計上基準

　売上高及び売上原価の計上方法は、引

渡しを完了したときに計上しておりま

すが、当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる工

事契約については工事進行基準を適用

し、その他の工事契約については工事完

成基準を適用しております。 

　なお、工事進行基準を適用する工事の

当連結会計年度末における進捗度の見

積りは、原価比例法によっております。 

(会計方針の変更) 

　請負工事に係る収益の計上基準につい

ては、従来、工事完成基準を適用してお

りましたが、「工事契約に関する会計基

準」(企業会計基準第15号　平成19年12

月27日)及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第18号　平成19年12月27日)を当連結会

計年度から適用し、当連結会計年度に着

手した工事契約から、当連結会計年度末

までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行

基準を適用しております。 

　この結果、従来の方法によった場合に

比べて、売上高は189百万円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は13百万円それぞれ増加しており

ます。 

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

 

　 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外連結子会社の資産及び負債並び

に収益及び費用は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定及び

少数株主持分に含めて計上しておりま

す。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 (6) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。た

だし、特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、特例処理を採用し

ております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。

　 　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段…為替予約取引、

金利スワップ取引

　　ヘッジ対象…外貨建営業債務、

借入金の利息

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段…為替予約取引

　　ヘッジ対象…外貨建営業債権、

外貨建営業債務

　 　③　ヘッジ方針

　　主に原材料の輸入取引に係る為替の

変動リスクをヘッジする目的で為替

予約取引を利用することとしており、

１年を超える長期契約は行わない方

針であります。また、借入金の金利変

動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約ごとに行っており

ます。

　③　ヘッジ方針

　　主に原材料の輸入取引に係る為替の

変動リスクをヘッジする目的で為替

予約取引を利用することとしており、

１年を超える長期契約は行わない方

針であります。

　 　④　ヘッジの有効性評価の方法

　　為替予約により、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全に確保さ

れ、ヘッジ効果が当然に認められるこ

とから、ヘッジ有効性の評価は特に

行っておりません。また、金利スワッ

プについては、特例処理の要件を満た

しているため、ヘッジの有効性の評価

は省略しております。

　④　ヘッジの有効性評価の方法

　　為替予約により、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全に確保さ

れ、ヘッジ効果が当然に認められるこ

とから、ヘッジ有効性の評価は特に

行っておりません。

６　連結子会社の資産

及び負債の評価

に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

７　のれん及び負のの

れんの償却に関

する事項

　のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の均等償却を行っております。

同左

８　連結キャッシュ・

フロー計算書に

おける資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

短期的な投資を資金の範囲としておりま

す。

同左

９　その他連結財務諸

表作成のための

基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によって

おります。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(リース取引に関する会計基準等)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関する

会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企

業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士

協会　会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))を適用

し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に与える影響はありません。

　

―――

 
 

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い)

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報

告第18号　平成18年５月17日)を適用し、連結上必要な修

正を行っております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会

計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益がそれぞれ11百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

―――

 

　

【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（連結貸借対照表）

　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成20年

８月７日内閣府令第50号)が適用となることに伴い、前連

結会計年度において、「たな卸資産」として掲記された

ものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。な

お、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品

及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞ

れ344百万円、1,827百万円、524百万円であります。

―――
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

※１　担保に供している資産

　　　工場財団を組成し担保に供している額

建物及び構築物 363百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

土地 113百万円

その他 0百万円

計 480百万円

　　　上記担保に対応する借入金

短期借入金 250百万円

※１　担保に供している資産

　　　工場財団を組成し担保に供している額

建物及び構築物 338百万円

機械装置及び運搬具 2百万円

土地 113百万円

その他 0百万円

計 455百万円

　　　上記担保に対応する借入金

短期借入金 250百万円

　 　
　２　手形割引高及び裏書譲渡高

　　　受取手形裏書譲渡高 24百万円

　２　手形割引高及び裏書譲渡高

　　　受取手形裏書譲渡高 38百万円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 30百万円

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 78百万円

　 　
※２　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運賃荷造費 489百万円

従業員給料及び手当 1,241百万円

賞与引当金繰入額 66百万円

退職給付費用 156百万円

役員退職慰労引当金繰入額 28百万円

研究開発費 215百万円

旅費交通費 345百万円

※２　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

運賃荷造費 376百万円

従業員給料及び手当 1,147百万円

賞与引当金繰入額 74百万円

退職給付費用 157百万円

役員退職慰労引当金繰入額 30百万円

研究開発費 194百万円

旅費交通費 270百万円

　 　
※３　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用
に含まれる研究開発費の総額

215百万円

※３　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用
に含まれる研究開発費の総額

194百万円

　 　
――― ※４　固定資産売却益

機械装置及び運搬具 19百万円

その他 0百万円

合計 19百万円

　 　
――― ※５　事業構造改善費用は、当社の工場移転及び連結子会

社の生産体制の再構築に関わる費用等を計上して

おり、内訳は次のとおりであります。

　 工場移転費用 57百万円

特別退職金 54百万円

固定資産除却損 20百万円

その他 6百万円

合計 138百万円

　
※６　固定資産除却損

建物及び構築物 18百万円

機械装置及び運搬具 8百万円

その他 11百万円

合計 37百万円

※６　固定資産除却損

建物及び構築物 8百万円

機械装置及び運搬具 4百万円

その他 1百万円

合計 15百万円

　 　
――― ※７　関係会社整理損は、当社の関係会社であった

MORIYAMA USA,INC.の清算に係る損失額でありま

す。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度 (自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 49,260,000株 ―株 ―株 49,260,000株

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 164,045株 70,381株 15,600株 218,826株

　
(変動事由の概要)

１　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　 単元未満株式の買取請求による増加　70,381株

２　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　 単元未満株式の買増請求による減少　15,600株

　

３　配当に関する事項

　　(1) 配当金支払額　
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 245 ５ 平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
    (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議
株式の
種類

配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 147 ３ 平成21年３月31日 平成21年６月29日

　

　

当連結会計年度 (自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 49,260,000株 ―株 ―株 49,260,000株

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 218,826株 10,650株 700株 228,776株

　
(変動事由の概要)

１　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　 単元未満株式の買取請求による増加　10,650株

２　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　 単元未満株式の買増請求による減少　700株

　

３　配当に関する事項

　　配当金支払額　
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 147 ３ 平成21年３月31日 平成21年６月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,646百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △0百万円

現金及び現金同等物 2,645百万円

現金及び預金勘定 3,408百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △108百万円

現金及び現金同等物 3,299百万円

　

　

(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

166 35 130

その他有形固
定資産

75 43 32

その他無形固
定資産

10 9 1

合計 252 88 164

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

166 54 111

その他有形固
定資産

57 39 18

合計 223 94 129

取得価額相当額は、未経過リース料期末残高相当

額が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込法により算定しております。

　 　
②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 34百万円

１年超 129百万円

計 164百万円

未経過リース料期末残高相当額は、前連結会計年

度まで利息法により表示しておりましたが、リー

ス会計基準適用に伴い再検討した結果、重要性が

低下したため、当連結会計年度より支払利子込法

による表示に変更しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 29百万円

１年超 99百万円

計 129百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込法によ

り算定しております。

　 　
③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 44百万円

減価償却費相当額 45百万円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 34百万円

減価償却費相当額 34百万円

　 　
④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残価

保証の取決めのあるものについては、当該残価保

証額)とする定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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(金融商品関係)

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

(追加情報)

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　平成20年３月10日)及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日)を適

用しております。

　

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資

金を調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取

引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、外貨建ての営業

債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、原則として案件ごとに先物為替予約取引を利用して

ヘッジしております。投資有価証券は、取引先企業との業務等に関する株式であり、市場価格の変動リ

スクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。その一部には、原

料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、原則として案件ごと

に先物為替予約取引を利用してヘッジしております。借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目

的としたものであり、償還日は最長で９年10ヵ月後であります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした

先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ

の有効性の評価方法等については、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている「重要な

ヘッジ会計の方法」をご覧ください。

(3) 金融商品に係るリスクの管理体制

①　信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は債権管理規程等に従い営業債権について、各事業部門における営業部及び経理部が主要な

取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状

況等の悪化等による回収懸念の早期把握や低減を図っております。連結子会社についても、各連結子

会社ごとに作成した債権管理規程等に従い、同様の管理を行っております。

②　市場リスクの管理

当社及び一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、案件別に把握された為替の変動

リスクに対して、先物為替予約取引を利用してヘッジしております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、取引先企業

との関係を勘案して保有状況を定期的に見直しております。

　為替予約取引の実行及びその管理は経理部長が行い、定期的に取引先との間で為替予約残高を照合

し担当役員に報告しております。
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③　資金調達に係る流動性のリスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管

理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記に

おけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場

リスクを示すものではありません。

　

２　金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません((注２)を参照

ください。)。

　
　 　 　 (単位：百万円)

区分
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 3,408 3,408 ―

(2) 受取手形及び売掛金 8,123 8,123 ―

(3) 投資有価証券 　 　 　

　　　その他有価証券 221 221 ―

資産計 11,753 11,753 ―

(1) 支払手形及び買掛金 4,237 4,237 ―

(2) 短期借入金 387 387 ―

(3) 長期借入金 37 37 0

負債計 4,662 4,662 0

デリバティブ取引(※１) 0 0 ―

※１　デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　

　負債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって

おります。

　

　デリバティブ取引

取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 (単位：百万円)

内容 連結貸借対照表計上額

非上場株式 35

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価

証券」には含めておりません。

　

(注３) 満期のある金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　 　 　 (単位：百万円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 3,408 ― ― ―

受取手形及び売掛金 8,123 ― ― ―

合計 11,531 ― ― ―

　

(注４) 長期借入金の連結決済日後の返済予定額

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 ― 8 8 6 2 11
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　時価のある有価証券

その他有価証券

①　連結貸借対照表計上額が取得原価を超えているもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

株式 116 145 29

　

②　連結貸借対照表計上額が取得原価を超えていないもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

株式 71 53 △17

　

 (注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について20百万円減損処理しております。なお、減損

処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～

50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

　

２　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

　

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 35

　

３　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

　　該当事項はありません。

　

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

10 8 ―
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当連結会計年度

１　その他有価証券(平成22年３月31日)

　 　 　 (単位：百万円)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

　株式 127 70 57

小計 127 70 57

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

　株式 94 107 △13

小計 94 107 △13

合計 221 177 44

　

２　連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容及び利用目的

当社及び連結子会社の利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引(通貨関連)と金利スワップ

取引であります。為替予約取引は、外貨建営業取引に係る輸入額を基に必要な範囲内で利用しておりま

す。金利スワップは、借入金の金利変動リスクを回避するため利用しております。

(2) 取引に対する取組方針

為替予約取引は将来における為替レートの変動リスクを回避する目的で行っております。金利ス

ワップ取引は変動金利を固定金利に変換する目的で行っております。いずれの取引も、投機を目的とす

る取引は行わない方針であります。

(3) 取引に係るリスクの内容

為替予約取引及び金利スワップ取引は、為替相場及び市場金利の変動によるリスクを有しておりま

す。

　なお、いずれの取引も契約先は、リスクを低減するために信用度の高い国内の銀行と行っております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

為替予約取引及び金利スワップ取引の実行及びその管理は経理部長が行い、定期的に取引先との間

で為替予約残高、借入金残高を照合し担当役員に報告しております。

２　取引の時価等に関する事項

該当事項はありません。

　なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しているた

め注記の対象から除いております。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　通貨関連

　 　 　 (単位：百万円)

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち
１年超

時価

為替予約等の
振当処理

為替予約取引
売建

売掛金

　 　 　

米ドル 9 ― 9

合計 9 ― 9

(注) 時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。一部の国内連結子会社は、確定給付企業年

金制度を設けております。また、従業員の退職等に際

して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職

給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合

があります。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

　 　
２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △2,217百万円

②　年金資産 239百万円

③　未積立退職給付債務(①＋②) △1,978百万円

④　会計基準変更時差異未処理額 784百万円

⑤　未認識過去勤務債務 120百万円

⑥　未認識数理計算上の差異 107百万円

⑦　退職給付引当金(③＋④＋⑤＋
　　⑥)

△965百万円
 

２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △2,010百万円

②　年金資産 179百万円

③　未積立退職給付債務(①＋②) △1,830百万円

④　会計基準変更時差異未処理額 653百万円

⑤　未認識過去勤務債務 103百万円

⑥　未認識数理計算上の差異 254百万円

⑦　退職給付引当金(③＋④＋⑤＋
　　⑥)

△819百万円
 

　(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便

法を採用しております。

　(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便

法を採用しております。

　 　
３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 76百万円

②　利息費用 40百万円

③　期待運用収益 △2百万円

④　会計基準変更時差異の費用処理額 130百万円

⑤　過去勤務債務の費用処理額 17百万円

⑥　数理計算上の差異の費用処理額 2百万円

⑦　退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤
　　＋⑥)

264百万円
 

３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 31百万円

②　利息費用 38百万円

③　期待運用収益 △2百万円

④　会計基準変更時差異の費用処理額 130百万円

⑤　過去勤務債務の費用処理額 17百万円

⑥　数理計算上の差異の費用処理額 9百万円

⑦　退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤
　　＋⑥)

225百万円
 

　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は①「勤務費用」に計上しております。

　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は①「勤務費用」に計上しております。

　 　
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 1.0％

④　数理計算上の差異の処理年数 11年

　　　発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による按分額を、それぞれ翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 2.0％

③　期待運用収益率 1.0％

④　数理計算上の差異の処理年数 11年

同左

⑤　会計基準変更時差異の処理年数 15年

⑥　過去勤務債務の額の処理年数 11年

　　　発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による按分額を費用処理する方法。

⑤　会計基準変更時差異の処理年数 15年

⑥　過去勤務債務の額の処理年数 11年

同左
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度及び当連結会計年度において、該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

　　未払事業税 27百万円

　　退職給付引当金 390百万円

　　役員退職慰労引当金 68百万円

　　賞与引当金 152百万円

　　貸倒引当金 29百万円

　　連結納税に伴う時価評価 136百万円

　　その他 191百万円

　繰延税金資産小計 997百万円

　評価性引当額 △308百万円

　繰延税金資産合計 688百万円

　 　

(繰延税金負債) 　

　　その他有価証券評価差額金 9百万円

　　資本連結に伴う資産の評価差額 124百万円

　　その他 0百万円

　繰延税金負債合計 134百万円

　差引：繰延税金資産の純額 554百万円
　 　

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

　　未払事業税 14百万円

　　退職給付引当金 330百万円

　　役員退職慰労引当金 71百万円

　　賞与引当金 138百万円

　　貸倒引当金 9百万円

　　連結納税に伴う時価評価 136百万円

　　その他 240百万円

　繰延税金資産小計 942百万円

　評価性引当額 △346百万円

　繰延税金資産合計 596百万円

　 　

(繰延税金負債) 　

　　その他有価証券評価差額金 14百万円

　　資本連結に伴う資産の評価差額 124百万円

　　その他 0百万円

　繰延税金負債合計 139百万円

　差引：繰延税金資産の純額 456百万円
　 　

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるた

め注記を省略しております。
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整) 　

評価性引当額 7.2％

交際費等の損金不算入額 1.2％

住民税均等割 2.4％

税額控除 1.7％

過年度法人税等 1.3％

のれん償却額 8.8％

　その他 1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 64.8％
 

　

(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

項目
機械器具
(百万円)

生活関連製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

12,481 13,911 26,392 ― 26,392

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

194 ― 194 (194) ―

計 12,676 13,911 26,587 (194) 26,392

営業費用 11,657 13,205 24,863 83 24,946

営業利益 1,018 706 1,724 (278) 1,446

Ⅱ　資産、減価償却費及び
資本的支出

　 　 　 　 　

資産 10,360 8,949 19,309 2,494 21,804

減価償却費 315 178 493 7 501

資本的支出 257 262 519 1 520

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

(1) 事業区分の方法

　　当社の事業区分の方法は需要先の用途区分により機械器具事業と生活関連製品事業とにセグメンテーション

しております。

(2) 各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

機械器具 産業機器

スピニング加工機、フローフォーミング機他金属回転塑性加工機、混練

機、押出機、破砕機、クーラント液浄化装置、各種飲料・食品製造プラン

ト、各種殺滅菌装置、サニタリータンク、抽出器、ホモゲナイザー、脱気装

置、アイスクリームフリーザー、アイススティック製造装置、工業用ファ

スナー

生活関連製品

環境機器 各種集じん装置、ダイオキシン除去装置、気体輸送装置、灰処理装置

空調機器
クリーンルーム、クリーンルーム機器、精密温調システム、冷却塔、氷蓄

熱システム、エアフィルタ

建材 各種学校用間仕切、老人福祉施設・病院用等引戸

２　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は277百万円であり、その主なものは、当

社の総務部門・経理部門に係る費用であります。

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,494百万円であり、その主なものは、当社での余資

運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

４　資本的支出及び減価償却費には長期前払費用とその償却額が含まれております。

５　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分)を適用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、機械器具事業が24百万円、生活

関連製品事業が６百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。

６　法人税法の改正に伴う耐用年数の変更

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から、主として機械

装置の耐用年数の変更を行っております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、機械器具事業が６百万円、生活

関連製品事業が５百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。
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７　リース取引に関する会計基準の適用

　「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準

第13号　平成19年３月30日)を適用しております。

　これによる営業費用及び営業利益に与える影響は、機械器具事業及び生活関連製品事業のいずれにおいても

ありません。

８　連結財務諸表における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

　「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、「連結財務諸表における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号　平成18年５月17日)を適用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、生活関連製品事業が11百万円増

加し、営業利益が同額減少しております。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

項目
機械器具
(百万円)

生活関連製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

9,405 10,708 20,113 ― 20,113

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

134 ― 134 (134) ―

計 9,539 10,708 20,248 (134) 20,113

営業費用 9,185 10,239 19,425 97 19,522

営業利益 354 469 823 (232) 591

Ⅱ　資産、減価償却費及び
資本的支出

　 　 　 　 　

資産 9,174 7,717 16,892 3,084 19,977

減価償却費 312 174 486 8 495

資本的支出 165 70 235 ― 235

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

(1) 事業区分の方法

　　当社の事業区分の方法は需要先の用途区分により機械器具事業と生活関連製品事業とにセグメンテーション

しております。

(2) 各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

機械器具 産業機器

スピニング加工機、フローフォーミング機他金属回転塑性加工機、混練

機、押出機、破砕機、クーラント液浄化装置、各種飲料・食品製造プラン

ト、各種殺滅菌装置、サニタリータンク、抽出器、ホモゲナイザー、脱気装

置、アイスクリームフリーザー、アイススティック製造装置、工業用ファ

スナー

生活関連製品

環境機器 各種集じん装置、ダイオキシン除去装置、気体輸送装置、灰処理装置

空調機器
クリーンルーム、クリーンルーム機器、精密温調システム、冷却塔、氷蓄

熱システム、エアフィルタ

建材 各種学校用間仕切、老人福祉施設・病院用等引戸

２　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は229百万円であり、その主なものは、当

社の総務部門・経理部門に係る費用であります。

３　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,084百万円であり、その主なものは、当社での余資

運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

４　資本的支出及び減価償却費には長期前払費用とその償却額が含まれております。

５　工事契約に関する会計基準の適用

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、「工事契約に関する会計基準」(企

業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第18号　平成19年12月27日)を当連結会計年度から適用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、生活関連製品事業で当連結会計年度の売上高は189百万円増加

し、営業利益は13百万円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）及び当連結会計年度（平成21年４

月１日　至　平成22年３月31日）ともに、全セグメントの売上高の合計及びセグメントの資産の金額の

合計額に占める本邦の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
アジア
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 3,090 339 55 27 3,512

Ⅱ　連結売上高 ― ― ― ― 26,392

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

11.7 1.3 0.2 0.1 13.3

(注) １　国又は地域の区分は、地理的な近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア・・・・・中国、大韓民国、タイ、マレーシア、シンガポール

(2) 北米・・・・・・アメリカ、メキシコ

(3) 欧州・・・・・・ドイツ

(4) その他の地域・・アラブ首長国連邦、オーストラリア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　
アジア
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 2,565 106 3 14 2,690

Ⅱ　連結売上高 ― ― ― ― 20,113

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.8 0.5 0.0 0.1 13.4

(注) １　国又は地域の区分は、地理的な近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア・・・・・中国、大韓民国、マレーシア、シンガポール

(2) 北米・・・・・・アメリカ

(3) 欧州・・・・・・オランダ

(4) その他の地域・・アラブ首長国連邦

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
住友重機械

工業㈱

東京都

品川区
30,871

各種産業用

機械の製造、

販売

直接 40.1

間接 0.4

　

当社製品の

販売

 
役 員 の 兼

任……１名

資金の預入 2,901
流動資産

その他
1

営業取引 11売掛金 0

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　資金の預入については、市場金利を勘案した利率を適用しております。

２　営業取引については、価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっており

ます。なお、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

　

２　親会社に関する注記

親会社情報

住友重機械工業㈱　(東京証券取引所及び大阪証券取引所に上場)

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
住友重機械

工業㈱

東京都

品川区
30,871

各種産業用

機械の製造、

販売

直接 40.1

間接 0.4

　

当社製品の

販売

 
役 員 の 兼

任……１名

資金の預入 4,202
流動資産

その他
3

営業取引 16売掛金 0

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　資金の預入については、市場金利を勘案した利率を適用しております。

２　営業取引については、価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっており

ます。なお、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

　

２　親会社に関する注記

親会社情報

住友重機械工業㈱　(東京証券取引所及び大阪証券取引所に上場)

　

EDINET提出書類

日本スピンドル製造株式会社(E01523)

有価証券報告書

63/99



(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 251.27円１株当たり純資産額 251.61円

１株当たり当期純利益 16.53円１株当たり当期純利益 2.65円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　潜在株式が存在しないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

同左

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　
前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

当連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 12,706 12,733

純資産の部の合計額から
控除する金額（百万円）
（うち、少数株主持分）

 
384
(384)

 
396
(396)

普通株式に係る純資産額(百万円) 12,322 12,336

普通株式の発行済株式数(株) 49,260,000 49,260,000

普通株式の自己株式数(株) 218,826 228,776

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

49,041,174 49,031,224

　

２　１株当たり当期純利益

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益(百万円) 811 129

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 811 129

普通株式の期中平均株式数(株) 49,069,312 49,035,107
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(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
  至　平成22年３月31日)

――― 住友重機械工業㈱との株式交換契約の締結

　 　住友重機械工業㈱(以下「住友重機械」といいます。)及

び当社は、平成22年５月10日開催の各々の取締役会にお

いて、住友重機械を完全親会社、当社を完全子会社とする

株式交換(以下「本株式交換」といいます。)を行うこと

を決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。

　 (1) 株式交換の目的

　当社は、住友重機械の連結子会社(住友重機械の総株主

の議決権に対する所有割合40.1％、間接所有を含めると

40.5％)で、東京証券取引所第１部と大阪証券取引所第１

部に上場しております。主な事業は、集じん装置、冷却塔、

スピニング加工機、食品加工機械、クリーンルームや工業

用ファスナー等の製造販売です。

　平成19年10月に住友重機械が当社を連結子会社化し親

会社となり、両社は相互に事業シナジーの創出に努めて

まいりました。

　今般、平成20年度下期以降の世界不況による事業環境の

急変や市場競争の激化に対処するため、当社は一層のグ

ローバル展開と商品力強化を求められており、住友重機

械のもつ技術開発力やグローバルな事業ネットワークを

積極的に活用し事業の成長を図ることとしました。

　住友重機械は、当社の完全子会社化によりシナジー最大

化を早急に実現し、当社の経営基盤強化と長期的な成長

に貢献するとともに、住友重機械グループ全体の企業価

値向上に努めてまいります。

　 (2) 株式交換の日程

定時株主総会基準日(当社) 平成22年３月31日

株式交換決議取締役会(当

社及び住友重機械)
平成22年５月10日

株式交換契約締結(当社及

び住友重機械)
平成22年５月10日

株式交換契約承認定時株主

総会(当社)
平成22年６月29日

最終売買日(当社)
平成22年９月27日

(予定)

上場廃止日(当社)
平成22年９月28日

(予定)

株式交換の予定日(効力発

生日)

平成22年10月１日

(予定)
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
  至　平成22年３月31日)

――― (3) 株式交換の方法及び内容

①株式交換の方法

　住友重機械を完全親会社、当社を完全子会社とする株

式交換になります。本株式交換は、住友重機械について

は会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換

の手続により株主総会の承認を得ずに、当社について

は平成22年６月29日開催の定時株主総会において承認

を受け、平成22年10月１日を効力発生日とする予定で

す。

②株式交換比率

　
住友重機械

(株式交換完全

親会社)

当社

(株式交換完全

子会社)

本株式交換に係

る割当ての内容
１ 0.38

本株式交換によ

り交付する株式

数

普通株式：11,311,011株(予定)
(なお、住友重機械はその保有
する自己株式2,510,000株を本
株式交換において交付する株
式として充当する予定です。)

　当社の普通株式１株に対して、住友重機械の普通株式

0.38株を割当交付いたします。ただし、住友重機械が保

有する当社の普通株式19,494,180株については、本株

式交換による株式の割当ては行いません。

　なお、前記株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件

に重大な変更が生じた場合、両社の合意により変更さ

れることがあります。

(4) 本株交換に係る割当ての算定根拠

　本株式交換の株式交換比率の公正性と妥当性を確保

するため、住友重機械は大和証券キャピタル・マー

ケッツ㈱(以下、「大和証券ＣＭ」)を、当社は野村證券

㈱(以下、「野村證券」)を、株式交換の算定に関する第

三者機関としてそれぞれ選定いたしました。

　大和証券ＣＭは、両社の株式のそれぞれについて市場

株価が存在することから市場株価法(平成22年５月７

日を算定基準日として、算定基準値の終値、住友重機械

の業績予想及び期末配当予想の修正発表日である平成

22年４月28日から算定基準日までの期間、並びに算定

基準日までの直近１ヶ月間、３ヶ月間の株価終値平均

を採用)による算定を行うとともに、両社のそれぞれの

将来の事業活動の状況を評価に反映するため、ディス

カウンテッド・キャッシュ・フロー法(以下、「ＤＣＦ

法」)により算定を行いました。
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
  至　平成22年３月31日)

――― 　野村證券は、住友重機械については市場株価が存在す

ることから市場株価平均法(市場取引状況を勘案のう

え、平成22年５月７日株価終値、住友重機械の業績予想

及び期末配当予想の修正発表日の翌営業日である平成

22年４月28日から平成22年５月７日までの期間、平成

22年４月27日から平成22年５月７日までの５営業日、

当社の業績予想の修正発表日の翌営業日である平成22

年４月19日から平成22年５月７日までの期間、平成22

年４月８日から平成22年５月７日までの１ヶ月間、平

成22年２月８日から平成22年５月７日までの３ヶ月

間、平成21年11月９日から平成22年５月７日までの

６ヶ月間の株価終値平均)を、また、住友重機械と比較

可能な類似会社の選定が可能であるとの判断から類似

会社比較法を、さらに、将来の事業活動の状況を評価に

反映するためＤＣＦ法を採用して株式交換比率の算定

を行いました。

　一方、当社については市場株価が存在することから市

場株価平均法(市場取引状況を勘案のうえ、平成22年５

月７日株価終値、住友重機械の業績予想及び期末配当

予想の修正発表日の翌営業日である平成22年４月28日

から平成22年５月７日までの期間、平成22年４月27日

から平成22年５月７日までの５営業日、当社の業績予

想の修正発表日の翌営業日である平成22年４月19日か

ら平成22年５月７日までの期間、平成22年４月８日か

ら平成22年５月７日までの１ヶ月間、平成22年２月８

日から平成22年５月７日までの３ヶ月間、平成21年11

月９日から平成22年５月７日までの６ヶ月間の株価終

値平均)を、また、当社と比較可能な類似会社の選定が

可能であるとの判断から類似会社比較法を、さらに、将

来の事業活動の状況を評価に反映するためＤＣＦ法を

採用して株式交換比率の算定を行いました。

　住友重機械及び当社は、それぞれが選定した上述の第

三者機関から提出を受けた株式交換比率案の算定結果

を参考に慎重に検討し、また、それぞれの財務状況、業

績動向、株価動向等のその他の要因を含め慎重に協議

・交渉を進めた結果、上記の株式交換比率は妥当であ

り、両社の株主の利益に資するものであると判断し、平

成22年５月10日に開催された両社の取締役会におい

て、本株式交換の株式交換比率を合意・決議し、同日株

式交換契約を締結いたしました。

(5) 本株式交換の相手会社の概要

名称 住友重機械工業㈱

本店の所在地
東京都品川区大崎二丁目１番

１号

代表者の役職・

氏名
代表取締役社長　中村　吉伸

資本金
30,871百万円

(平成22年３月31日現在)

事業の内容

一般産業機械から精密制御機

械まで、各種産業機械の製造販

売
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 345 387 1.8 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 0 0 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

42 37 3.9
平成22年４月～
平成32年１月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

2 1 ―
平成22年４月～
平成24年８月

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 391 427 ― ―

(注) １　平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連

結貸借対照表に計上しているため記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年以内における１年ごとの

返済予定額の総額

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 8 8 6 2

リース債務 0 0 ― ―

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　 　
第１四半期 

(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

第２四半期
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

第３四半期
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

第４四半期
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 (百万円) 3,481 5,389 4,328 6,914

税金等調整前
四半期純利益
又は税金等調
整前四半期純
損失(△)

(百万円) △108 81 38 510

四半期純利益
又は四半期純
損失(△)

(百万円) △251 58 △90 413

１株当たり四
半期純利益又
は１株当たり
四半期純損失
(△)

(円) △5.12 1.18 △1.86 8.44
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

第86期
(平成21年３月31日)

第87期
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,562 2,180

受取手形 1,204 1,382

売掛金 3,987 2,440

仕掛品 1,904 1,464

前渡金 21 －

前払費用 2 2

関係会社短期貸付金 480 250

未収入金 185 25

繰延税金資産 141 119

その他 53 31

貸倒引当金 △5 △4

流動資産合計 9,537 7,891
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(単位：百万円)

第86期
(平成21年３月31日)

第87期
(平成22年３月31日)

固定資産

有形固定資産

建物 2,911 2,908

減価償却累計額 △1,603 △1,673

建物（純額） 1,308 1,235

構築物 208 209

減価償却累計額 △104 △120

構築物（純額） 103 88

機械及び装置 1,217 1,280

減価償却累計額 △925 △983

機械及び装置（純額） 292 296

車両運搬具 2 2

減価償却累計額 △2 △2

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 380 376

減価償却累計額 △315 △339

工具、器具及び備品（純額） 65 37

土地 938 938

リース資産 3 3

減価償却累計額 △0 △1

リース資産（純額） 2 2

建設仮勘定 7 14

有形固定資産合計 ※１
 2,717

※１
 2,613

無形固定資産

借地権 56 55

意匠権 0 0

ソフトウエア 69 44

電話加入権 7 7

無形固定資産合計 134 108

投資その他の資産

投資有価証券 226 247

関係会社株式 3,900 3,900

関係会社出資金 236 259

長期貸付金 45 －

従業員に対する長期貸付金 17 15

破産更生債権等 47 47

長期前払費用 12 5

繰延税金資産 272 233

その他 155 133

貸倒引当金 △92 △47

投資その他の資産合計 4,822 4,796

固定資産合計 7,673 7,517

資産合計 17,211 15,408
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(単位：百万円)

第86期
(平成21年３月31日)

第87期
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 2,589 1,631

買掛金 1,086 748

短期借入金 ※１
 290

※１
 290

リース債務 0 0

未払金 52 41

未払費用 216 145

未払法人税等 272 17

前受金 136 162

預り金 40 40

前受収益 1 1

賞与引当金 205 170

設備関係支払手形 51 8

その他 97 76

流動負債合計 5,040 3,335

固定負債

リース債務 2 1

退職給付引当金 692 610

役員退職慰労引当金 131 147

固定負債合計 825 759

負債合計 5,866 4,095

純資産の部

株主資本

資本金 3,275 3,275

資本剰余金

資本準備金 4,150 4,150

その他資本剰余金 868 868

資本剰余金合計 5,019 5,019

利益剰余金

利益準備金 25 25

その他利益剰余金

別途積立金 6 6

繰越利益剰余金 3,051 3,005

利益剰余金合計 3,082 3,037

自己株式 △47 △48

株主資本合計 11,330 11,284

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13 29

繰延ヘッジ損益 － △0

評価・換算差額等合計 13 29

純資産合計 11,344 11,313

負債純資産合計 17,211 15,408
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

第86期
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

第87期
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

売上高 15,159 10,525

売上原価

当期製品製造原価 ※１, ※３
 11,569

※１, ※３
 8,233

売上原価合計 11,569 8,233

売上総利益 3,590 2,292

販売費及び一般管理費 ※２, ※３
 2,755

※２, ※３
 2,234

営業利益 834 58

営業外収益

受取利息 13 8

受取配当金 ※４
 199

※４
 131

設備賃貸料 ※４
 75

※４
 73

雑収入 31 13

営業外収益合計 319 226

営業外費用

支払利息 25 8

設備賃貸費用 21 19

雑損失 16 6

営業外費用合計 63 34

経常利益 1,090 250

特別利益

環境対策費用戻入益 － 9

投資有価証券売却益 8 －

特別利益合計 8 9

特別損失

事業構造改善費用 － ※５
 62

損害賠償金 － 13

固定資産除却損 ※６
 21

※６
 10

投資有価証券評価損 8 －

特別損失合計 29 86

税引前当期純利益 1,068 174

法人税、住民税及び事業税 351 16

法人税等調整額 △7 56

法人税等合計 343 72

当期純利益 725 101
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【製造原価明細書】

　

　 　
第86期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第87期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

材料費 　 3,863 31.2 2,568 32.6

労務費 　 1,875 15.2 1,539 19.5

経費 　 6,631 53.6 3,773 47.9

(うち減価償却費) 　 (198) (1.6) (202) (2.6)

(うち外注加工費) 　 (5,366)(43.4) (2,886)(36.6)

　　当期総製造費用 　 12,370100.0 7,882 100.0

　　期首仕掛品たな卸高 　 1,227　 1,904　

合計 　 13,598　 9,786　

　　他勘定振替高 ※１ 124　 89　

　　期末仕掛品たな卸高 　 1,904　 1,464　

　　当期製品製造原価 　 11,569　 8,233　

　
(注)

第86期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第87期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　他勘定振替高の内訳

研究開発費
(販売費及び一般管理費への振替)

110百万円

建設仮勘定 8百万円

その他 5百万円

合計 124百万円

※１　他勘定振替高の内訳

研究開発費
(販売費及び一般管理費への振替)

80百万円

建設仮勘定 3百万円

その他 5百万円

合計 89百万円

　 　
２　原価計算の方法は、産業機器、環境機器、空調機器、

建材、その他個別受注品については個別原価計算、そ

の他の製品は組別総合原価計算によっております。

直接材料費、外注加工費は実際額により、社内加工

費は予定額を使用しております。

予定額と実際額との差額(原価差額)は関係科目に

調整処理しております。

２　原価計算の方法は、産業機器、環境機器、空調機器、

建材、その他個別受注品については個別原価計算、そ

の他の製品は組別総合原価計算によっております。

直接材料費、外注加工費は実際額により、社内加工

費は予定額を使用しております。

予定額と実際額との差額(原価差額)は関係科目に

調整処理しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

第86期
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

第87期
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,275 3,275

当期末残高 3,275 3,275

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,150 4,150

当期末残高 4,150 4,150

その他資本剰余金

前期末残高 869 868

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 868 868

資本剰余金合計

前期末残高 5,020 5,019

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 5,019 5,019

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 25 25

当期末残高 25 25

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 6 6

当期末残高 6 6

繰越利益剰余金

前期末残高 2,570 3,051

当期変動額

剰余金の配当 △245 △147

当期純利益 725 101

当期変動額合計 480 △45

当期末残高 3,051 3,005

利益剰余金合計

前期末残高 2,602 3,082

当期変動額

剰余金の配当 △245 △147

当期純利益 725 101

当期変動額合計 480 △45

当期末残高 3,082 3,037
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(単位：百万円)

第86期
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

第87期
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

自己株式

前期末残高 △38 △47

当期変動額

自己株式の取得 △12 △1

自己株式の処分 3 0

当期変動額合計 △9 △1

当期末残高 △47 △48

株主資本合計

前期末残高 10,860 11,330

当期変動額

剰余金の配当 △245 △147

当期純利益 725 101

自己株式の取得 △12 △1

自己株式の処分 2 0

当期変動額合計 470 △46

当期末残高 11,330 11,284

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 63 13

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△49 15

当期変動額合計 △49 15

当期末残高 13 29

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △0

当期変動額合計 － △0

当期末残高 － △0

評価・換算差額等合計

前期末残高 63 13

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△49 15

当期変動額合計 △49 15

当期末残高 13 29

純資産合計

前期末残高 10,923 11,344

当期変動額

剰余金の配当 △245 △147

当期純利益 725 101

自己株式の取得 △12 △1

自己株式の処分 2 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △49 15

当期変動額合計 421 △31

当期末残高 11,344 11,313
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【重要な会計方針】

　

項目
第86期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第87期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

①　満期保有目的の債券

　　償却原価法(定額法)

①　満期保有目的の債券

同左

　 ②　子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

②　子会社株式及び関連会社株式

同左

　 ③　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

③　その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

　 　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

　　時価のないもの

同左

２　デリバティブの評価基準

及び評価方法　　

時価法によっております。 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　仕掛品については総平均法(ただし、

個別受注品は個別法)による原価法(収

益性の低下による簿価切下げの方法)

によっております。

(会計方針の変更)

　「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　平成18年

７月５日　企業会計基準第９号)を当

期から適用し、評価基準については、

原価法から原価法(収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)に変更して

おります。

　この結果、従来の方法によった場合

に比べて、営業利益、経常利益、税引

前当期純利益がそれぞれ12百万円減

少しております。

　仕掛品については総平均法(ただし、

個別受注品は個別法)による原価法(収

益性の低下による簿価切下げの方法)

によっております。
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項目
第86期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第87期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

４　固定資産の減価償却の方

法

 

①　有形固定資産

 (イ) リース資産以外の有形固定資産

建物(建物附属設備を除く)につ

いては定額法、その他の有形固定

資産については定率法によってお

ります。

　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物 ２～41年

機械及び装置 ２～14年

(追加情報)

　平成20年度の法人税法改正に伴

い、主として機械及び装置の耐用

年数の変更を行っております。

　この結果、従来の方法によった場

合に比べて、営業利益、経常利益、

税引前当期純利益がそれぞれ５百

万円減少しております。

①　有形固定資産

 (イ) リース資産以外の有形固定資産

建物(建物附属設備を除く)につ

いては定額法、その他の有形固定

資産については定率法によってお

ります。

　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物 ２～41年

機械及び装置 ２～14年

 

　  (ロ) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとする定額法によっ

ております。

なお、リース取引会計基準の改

正適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によってお

ります。

 (ロ) リース資産

同左

　 ②　無形固定資産

 (イ) リース資産以外の無形固定資産

定額法によっております。

　なお、償却年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によております。

　ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

②　無形固定資産

 (イ) リース資産以外の無形固定資産

同左

　  (ロ) リース資産

リース期間を償却年数とし、残

存価額をゼロとする定額法によっ

ております。

 (ロ) リース資産

 

　 ③　長期前払費用

　　均等償却しております。

③　長期前払費用

同左
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項目
第86期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第87期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

５　収益及び費用の計上基準

 

――― 完成工事高の計上基準

　売上高及び売上原価の計上方法は、

引渡しを完了したときに計上してお

りますが、当期末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工

事契約については工事進行基準を適

用し、その他の工事契約については

工事完成基準を適用しております。 

　なお、工事進行基準を適用する工事

の当期末における進捗度の見積り

は、原価比例法によっております。 

(会計方針の変更) 

　請負工事に係る収益の計上基準に

ついては、従来、工事完成基準を適用

しておりましたが、「工事契約に関

する会計基準」(企業会計基準第15

号　平成19年12月27日)及び「工事契

約に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第18号　平成

19年12月27日)を当期から適用し、当

期に着手した工事契約から、当期末

までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事については工事

進行基準を適用しております。 

　この結果、従来の方法によった場合

に比べて、売上高は189百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益は13百万円それぞれ増加し

ております。
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項目
第86期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第87期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

６　引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

①　貸倒引当金

同左

　 ②　賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、支給見込額に基づき

計上しております。

②　賞与引当金

同左

　 ③　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　　なお、会計基準変更時差異(1,960百

万円)については、15年による按分額

を費用処理しております。

　　過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(11年)による按分額を

費用処理しております。

　　数理計算上の差異については、各期

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(11年)に

よる按分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しております。

③　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　　なお、会計基準変更時差異(1,960百

万円)については、15年による按分額

を費用処理しております。

　　過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(11年)による按分額を

費用処理しております。

　　数理計算上の差異については、各期

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(11年)に

よる按分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しております。

　 (会計方針の変更)

　当期から「「退職給付に係る会計

基準」の一部改正(その３)」(企業

会計基準第19号　平成20年７月31日)

を適用しております。

　これによる営業利益、経常利益、税

引前当期純利益及び退職給付債務の

差額の未処理残高に与える影響はあ

りません。

　 ④　役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

④　役員退職慰労引当金

同左
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項目
第86期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第87期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

７　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段…為替予約取引

　　ヘッジ対象…外貨建営業債務

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段…為替予約取引

　　ヘッジ対象…外貨建営業債権、

　　　　　　　　外貨建営業債務

　 ③　ヘッジ方針

　　主に原材料の輸入取引に係る為替の

変動リスクをヘッジする目的で為替

予約取引を利用することとしてお

り、１年を超える長期契約は行わな

い方針であります。

③　ヘッジ方針

　　主に製品の輸出取引及び原材料の輸

入取引に係る為替の変動リスクを

ヘッジする目的で為替予約取引を利

用することとしており、１年を超え

る長期契約は行わない方針でありま

す。

　 ④　ヘッジの有効性評価の方法

　　為替予約により、その後の為替相場

の変動による相関関係は完全に確保

され、ヘッジ効果が当然に認められ

ることから、ヘッジ有効性の評価は

特に行っておりません。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左

　

【会計処理の変更】

　
第86期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第87期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(リース取引に関する会計基準等)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当期より、「リース取引に関する会計基

準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計

審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会　会

計制度委員会)、平成19年３月30日改正))を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に

与える影響はありません。

―――
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
第86期

(平成21年３月31日)
第87期

(平成22年３月31日)

※１　担保に供している資産

工場財団を組成し担保に供している額

建物 363百万円

機械及び装置 3百万円

工具、器具及び備品 0百万円

土地 113百万円

計 480百万円

　　　上記担保に対応する借入金

短期借入金 250百万円

※１　担保に供している資産

工場財団を組成し担保に供している額

建物 338百万円

機械及び装置 2百万円

工具、器具及び備品 0百万円

土地 113百万円

計 455百万円

　　　上記担保に対応する借入金

短期借入金 250百万円
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(損益計算書関係)

　
第86期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第87期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性　の

低下による簿価切下額

売上原価 12百万円

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性　の

低下による簿価切下額

売上原価 5百万円

　 　
※２　販売費と一般管理費のそれぞれの割合はおよそ

65％と35％であります。主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

販売手数料 128百万円

運賃及び荷造費 241百万円

従業員給料及び手当 646百万円

賞与 249百万円

賞与引当金繰入額 83百万円

福利厚生費 139百万円

賃借料 107百万円

旅費及び交通費 182百万円

退職給付費用 113百万円

役員退職慰労引当金繰入額 28百万円

役員報酬 106百万円

減価償却費 36百万円

研究開発費 146百万円

※２　販売費と一般管理費のそれぞれの割合はおよそ

60％と40％であります。主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

販売手数料 96百万円

運賃及び荷造費 157百万円

従業員給料及び手当 592百万円

賞与 174百万円

賞与引当金繰入額 72百万円

福利厚生費 123百万円

賃借料 94百万円

旅費及び交通費 132百万円

退職給付費用 121百万円

役員退職慰労引当金繰入額 30百万円

役員報酬 98百万円

減価償却費 29百万円

研究開発費 117百万円

　 　
※３　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用
に含まれる研究開発費の総額

146百万円

※３　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用
に含まれる研究開発費の総額

117百万円

　 　
※４　関係会社との取引

受取配当金 195百万円

設備賃貸料 42百万円

※４　関係会社との取引

受取配当金 129百万円

設備賃貸料 36百万円

　 　
――― ※５　事業構造改善費用は、当社の工場移転に関わる費用

等を計上しており、内訳は次のとおりであります。

工場移転費用 57百万円

特別退職金 4百万円

その他 0百万円

合計 62百万円

　 　
※６　固定資産除却損

建物 13百万円

構築物 2百万円

機械及び装置 2百万円

車両運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 2百万円

合計 21百万円

※６　固定資産除却損

建物 8百万円

機械及び装置 1百万円

工具、器具及び備品 0百万円

合計 10百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

第86期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前期末 増加 減少 当期末

普通株式 164,045株 70,381株 15,600株 218,826株

　
　　(変動事由の概要)

　　１　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　単元未満株式の買取請求による増加　　70,381株

　　２　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　　 単元未満株式の買増請求による売渡　　15,600株

　

第87期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前期末 増加 減少 当期末

普通株式 218,826株 10,650株 700株 228,776株

　
　　(変動事由の概要)

　　１　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　単元未満株式の買取請求による増加　　10,650株

　　２　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　　 単元未満株式の買増請求による売渡　　　 700株

　

EDINET提出書類

日本スピンドル製造株式会社(E01523)

有価証券報告書

83/99



(リース取引関係)

　
第86期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第87期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

 

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

 

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

5 1 4

工具、器具
及び備品

50 27 22

合計 55 29 26

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

5 2 3

工具、器具
及び備品

38 26 12

合計 44 28 16

　 　　　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高相当額が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込法により算定しております。

 
②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 10百万円

１年超 16百万円

計 26百万円

　　　未経過リース料期末残高相当額は、前期まで利息法に

より表示しておりましたが、リース会計基準適用

に伴い再検討した結果、重要性が低下したため、当

期より支払利子込法による表示に変更しておりま

す。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 8百万円

１年超 7百万円

計 16百万円

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高相当額が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込法により算

定しております。

　 　
③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 19百万円

減価償却費相当額 20百万円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10百万円

　 　
④　減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残価保証

の取決めのあるものについては、当該残価保証額)

とする定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

第86期(平成21年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

第87期(平成22年３月31日)

(追加情報)

　当期より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　平成20年３月10日)及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日)を適用しておりま

す。

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　 (単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

子会社株式 3,900

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものであります。

　

(税効果会計関係)

　
第86期

(平成21年３月31日)
第87期

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産) 　

　　退職給付引当金 281百万円

　　役員退職慰労引当金 53百万円

　　賞与引当金 83百万円

　　貸倒引当金 27百万円

　　その他 118百万円

　繰延税金資産小計 564百万円

　評価性引当額 △140百万円

　繰延税金資産合計 423百万円

　 　

　(繰延税金負債) 　

　　その他有価証券評価差額金 9百万円

　繰延税金負債合計 9百万円

　差引：繰延税金資産の純額 414百万円
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産) 　

　　退職給付引当金 247百万円

　　賞与引当金 69百万円

　　役員退職慰労引当金 59百万円

　　繰越欠損金 45百万円

　　その他 101百万円

　繰延税金資産小計 523百万円

　評価性引当額 △156百万円

　繰延税金資産合計 367百万円

　 　

　(繰延税金負債) 　

　　その他有価証券評価差額金 14百万円

　繰延税金負債合計 14百万円

　差引：繰延税金資産の純額 352百万円
 

　 　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.6％

　(調整) 　

　受取配当金益金不算入額 △6.1％

　評価性引当額 △0.7％

その他 △1.7％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.1％
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。
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(企業結合関係)

第86期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

第87期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

　

(１株当たり情報)

　
第86期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第87期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 231.33円１株当たり純資産額 230.74円

１株当たり当期純利益 14.79円１株当たり当期純利益 2.08円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　潜在株式が存在しないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

同左

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　
第86期

(平成21年３月31日)
第87期

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 11,344 11,313

普通株式に係る純資産額(百万円) 11,344 11,313

普通株式の発行済株式数(株) 49,260,000 49,260,000

普通株式の自己株式数(株) 218,826 228,776

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

49,041,174 49,031,224

　

２　１株当たり当期純利益

　
第86期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第87期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益(百万円) 725 101

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 725 101

普通株式の期中平均株式数(株) 49,069,312 49,035,107
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(重要な後発事象)

第86期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

第87期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

住友重機械工業㈱との株式交換契約の締結

当社は、平成22年５月10日開催の取締役会において、住友重機械工業㈱を完全親会社とし、当社を完

全子会社とする株式交換(以下、「本株式交換」といいます。)を行うことを決議し、同日付で株式交換

契約を締結いたしました。本株式交換については平成22年６月29日開催の第87回定時株主総会に提案

し承認を得ております。

　詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　(重要な後発事象)」

に記載しております。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

　㈱池田泉州ホールディングス 312,280 53

　三井住友海上グループ
　ホールディングス㈱

16,200 42

　オークマホールディングス㈱ 55,000 37

㈱三井住友
フィナンシャルグループ

11,900 36

山陽特殊製鋼㈱ 62,202 25

関西国際空港㈱ 300 11

LINEAR CORPORATION 833,333 8

㈱大東スピニング 8,200 8

㈱アメフレック 1,000 6

㈱タクマ 26,000 5

その他(５銘柄) 20,490 13

計 1,346,905 247

(注)　三井住友海上グループホールディングス㈱は、平成22年４月１日にＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホール

ディングス㈱に社名変更しました。
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価償却
累計額又は償却
累計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 2,911 12 15 2,908 1,673 75 1,235

　構築物 208 1 0 209 120 16 88

　機械及び装置 1,217 91 29 1,280 983 84 296

　車両運搬具 2 ― ― 2 2 0 0

　工具、器具
　及び備品

380 14 18 376 339 40 37

　土地 938 ― ― 938 ― ― 938

　リース資産 3 ― ― 3 1 0 2

　建設仮勘定 7 150 143 14 ― ― 14

有形固定資産計 5,669 270 206 5,733 3,120 217 2,613

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　借地権 56 ― 1 55 ― ― 55

　意匠権 1 ― ― 1 0 0 0

　ソフトウェア 136 1 25 113 68 26 44

　電話加入権 7 ― ― 7 ― ― 7

無形固定資産計 201 1 26 177 69 26 108

長期前払費用 23 ― 2 21 15 6 5

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置 五面加工機 77百万円

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 98 5 45 6 52

賞与引当金 205 170 205 ― 170

役員退職慰労引当金 131 30 13 ― 147

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額５百万円及び債権回収によるもの
０百万円であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

当期末(平成22年３月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 1

預金の種類 　

当座預金 2,153

普通預金 24

別段預金 1

小計 2,178

合計 2,180

　

②　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

福西電機㈱ 106

光生アルミニューム工業㈱ 101

陽鋼物産㈱ 78

美浜㈱ 45

㈱エクノスワタナベ 40

その他 1,008

合計 1,382

　

決済期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成22年４月満期 347

平成22年５月満期 343

平成22年６月満期 348

平成22年７月満期 192

平成22年８月満期 145

平成22年９月以降満期 5

合計 1,382
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③　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

ＪＦＥスチール㈱ 515

住金プラント㈱ 176

日本鋳鍛鋼㈱ 155

三和シヤッター工業㈱ 149

住友商事㈱ 96

その他 1,345

合計 2,440

(注)　住金プラント㈱は、平成22年４月１日に住友金属プラント㈱に社名変更しました。
　　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

3,987 11,006 12,553 2,440 83.7 106.6

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

④　仕掛品

品名 金額(百万円)

産業機器 205

環境機器 672

空調機器 276

建材 309

合計 1,464

　

⑤　関係会社株式

　 銘柄 金額(百万円)

子会社株式 ㈱イズミフードマシナリ 2,507

　 新日本ファスナー工業㈱ 908

　 その他(４社) 484

合計 3,900
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⑥　支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

イソライト建材㈱ 85

㈱大力 82

㈱ヤマダ 68

荏原ハマダ送風機㈱ 51

㈱ツバキ・ナカシマ 50

その他 1,292

合計 1,631

　

期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成22年４月満期 334

平成22年５月満期 434

平成22年６月満期 367

平成22年７月満期 407

平成22年８月満期 87

合計 1,631

　

⑦　買掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

日鐵商事㈱ 43

㈱大力 41

㈱山口製作所 29

㈱東洋紡カンキョーテクノ 24

㈱宮地鉄工所 19

その他 591

合計 748

　

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎年６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・
売渡し

　

　　取扱場所
 (特別口座)
住友信託銀行㈱　証券代行部　　大阪市中央区北浜４丁目５番33号

　 　

　　株主名簿管理人
 (特別口座)
住友信託銀行㈱　証券代行部　　大阪市中央区北浜４丁目５番33号

　 　

　　取次所 ―

　 　

　　買取・売渡手数料 株主の売買の委託にかかる手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他やむを得ない事由
によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して
行います。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
あります。
http://www.spindle.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)  当会社の単元未満株主は、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。
　　　　 １．法令により定款をもってしても制限することができない権利
　　　　 ２．株主割当による募集株式および募集新株予約権の割当てを受ける権利
　　　　 ３．前条に定める請求をする権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第86期
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

　 平成21年６月26日　近畿財務局長に提出。

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第86期
自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

　 平成21年６月26日　近畿財務局長に提出。

　

(3) 四半期報告書及び確認書

第87期第１四半期
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

　
平成21年８月７日　近畿財務局長に提出。

第87期第２四半期
自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

　
平成21年11月11日　近畿財務局長に提出。

第87期第３四半期
自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日

　
平成22年２月９日　近畿財務局長に提出。

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２(株式交換)に基づく臨時報告書

　平成22年５月10日近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月26日

日本スピンドル製造株式会社

　　　　　取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　中　　俊　廣　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　宮　本　　敬　久　　　印

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本スピンドル製造株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本スピンドル製造株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本スピンドル製

造株式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整

備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内

部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、日本スピンドル製造株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成22年６月29日

日本スピンドル製造株式会社
　　　　　取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　中　　俊　廣　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　宮　本　　敬　久　　　印

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本スピンドル製造株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本スピンドル製造株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年５月10日開催の取締役会において、住友重機械工

業株式会社を完全親会社、会社を完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締

結した。

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本スピンドル製

造株式会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整

備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内

部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、日本スピンドル製造株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月26日

日本スピンドル製造株式会社

　　　　　取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　中　　俊　廣　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　宮　本　　敬　久　　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本スピンドル製造株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第86期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本スピンドル製造株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成22年６月29日

日本スピンドル製造株式会社

　　　　　取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　中　　俊　廣　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　宮　本　　敬　久　　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本スピンドル製造株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第87期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本スピンドル製造株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年５月10日開催の取締役会において、住友重機械工

業株式会社を完全親会社、会社を完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締

結した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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